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現在実施しているセミナーでは、本協会の大学評価
の目的の周知及び評価方法の具体的な説明のほか、自
己点検・評価報告書の読み方、所見の書き方、指摘事
項のあげ方等をワークショップ形式で実施し、初めて
評価に携わる教職員が一連の流れを理解できるよう努
めている。しかし、評価プロセスの中で、評価者間の
認識の相違によってコンセンサスをとることが度々難
しいケースが見受けられる。また、実地調査において、
申請大学の質的向上を促すための有益な方策を評価者
と大学関係者間で模索していくためのインタビュー方
法等に課題があることは否めない。さらに、評価者と
して複数回経験を有する教職員も必ずセミナーに参加
することを求めているため、大学での本務がある教職
員にとって、多大な負担をかけていることもセミナー
のあり方に工夫の余地を残していると考える。

本協会の評価者に対する研修を改善し、研修内容を
充実させることを目的とし、現状の課題に取り組む手
がかりとして、海外の評価機関における評価者のあり
方及び評価者研修に関する調査研究プロジェクトを立
ち上げた。

今回、調査対象国及び地域として、評価を先駆的に
取り組んでいるアメリカ及びイギリス、また、昨今急
速に発展を遂げているアジア地域から台湾を選出し、
調査を行った。アメリカ及び台湾に関しては、実際の
評価者研修への参加を通じて、より詳細を知ることが
できた。

１．調査目的

本協会は、大学評価を適切かつ効果的に実施してい
くために、「評価者」の資質・能力の向上が最重要課
題の一つであるとの認識に立ち、2003（平成15）～
2004（平成16）年度にかけて、「大学評価機関におけ
る評価者研修プログラムとその運用に関する各国間の
比較研究」（科学研究費補助金基盤研究🄑⑴研究成果
報告書）として調査結果を取りまとめた。また、その
後も、この点については、2005（平成17）年度文部科
学省委託研究「高等教育の質的充実を目指して２　認
証評価に関する調査研究報告書」において、「評価者
に対する望ましい研修のあり方に関する調査研究」と
して報告している。

本協会の大学評価では、評価者の知見、見識による
ところが多く、評価者の役割は極めて重要である。そ
れゆえ、本協会では、前述の調査研究を踏まえ、それ
以降、毎年、「大学評価ハンドブック」を作成し、評
価者研修セミナーを実施している。とくに、第２期大
学評価では、それまで学部及び研究科の教育課程・教
育方法を評価していた専門評価分科会を設けず、大学
全体の観点から、大学の PDCA サイクルが改善に結
びついているか、内部質保証システムが構築されてい
るかを評価するように、評価の役割を大きく変更し
た。しかしながら、この点について、評価者研修セミ
ナー等を通して、説明を行っているが、いまだに第１
期の経験に引きずられ、自身の専門分野の枠にこだわ
る評価者も少なくなかった。
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ナーの課題に対する改善策を示すこととする。なお、
各機関の概要、評価者及び評価者研修の詳細について
は、添付の調査報告書を参考されたい。

１）評価者について
まず、評価者の選定基準及び選定方法は以下の通り

である。
各機関の類似点や特徴について、いくつか挙げるこ

ととする。
まず、評価者の登録方法、選定方法において、各機

関に大差はないが、QAA、WASC では、評価を行う
前に評価者リストを大学へ開示している点が、本協会
や台湾の２機関と異なっている。また、QAA では、
ホームページに評価者の所属先、評価経験の実績等を
公表していることは特徴の一つである。本協会では、
実地調査前に評価者の氏名と所属先を大学へ通知して
いるが、これは台湾の２機関も同様の対応をとってい
る。イギリス及びアメリカは事前に公表ができて、日本
及び台湾は実施調査の直前にしか公表できないという
事情について、評価者倫理の観点も含め、評価者の事
前公表のあり方の可能性について検討する必要がある。

次に、QAA の評価者の特徴として、学生を評価者
に加えている点が挙げられる。学生の代表として高等
教育の水準や質のマネジメントに参画した経験を有す

２．調査の実施方法

下記の機関に対して、評価者の資格要件や選定方
法、また現在実施している研修の内容について、メー
ルによる質問事項を通じて情報収集を行い、調査を実
施した。また、可能な限り研修に参加し、評価機関と
のインタビュー形式による情報交換を行った。

１）アメリカ
　�　Western� Association� of� Schools� and� Colleges�
（WASC）

２）イギリス
　�　The� Quality� Assurance� Agency� for� Higher�

Education�（QAA）
３）台湾
　�　高等教育評鑑中心基金會（Higher� Education�

Evaluation�and�Accreditation�Council�of�Taiwan,�
HEEACT）

　�　 台 灣 評 鑑 協 會（Taiwan� Assessment� and�
Evaluation�Association,�TWAEA）

３．調査結果

本報告では、４機関と本協会の評価者の選定基準や
選定方法を整理し、４機関の評価者研修セミナーの特
徴を紹介したい。そして、本協会の評価者研修セミ

QAA WASC HEEACT TWAEA 大学基準協会
登録方法 ・大学や学生団体か

らの推薦
ただし、大学の元ス
タッフのみ自薦あり

・大学の学長からの
推薦
・自己推薦
・WASC副会長か
らの推薦

大学、関連機関から
の推薦

大学、企業、官公庁
からの推薦

正会員校の学長か
らの推薦

評価者の資格要件 ・機関／学部レベル
で、高等教育の水準
や質の保証を担う
職務を果たした経
験のある者
・所属機関／他機関
において、定期的な
評価プロセスの中
で、委員会委員／評
価者等の経験者
・プログラム評価の
評価経験者

資格要件の詳細は
不明。ただし、登録
フ ォ ー ム に お い
て、①担当する評価
内容について21項
目の選択肢、②役職
／研究教育／その
他学内業務の経験
年数についての12
項目の選択肢を挙
げている。

・大学教授（教育経
験、役職経験者が優
先）
・会社経営者
・教授で適任者がい
ない場合、准教授で
も可

・すべての高等教育
機関の前学長、一般
大学の現学長（ただ
し、技術学院の現学
長は除く）
・すべての高等教育
機関の前・現副学
長、教務部長、総務
部長、学生部長、研
究開発部長
・高等教育行政に関
する研究や実務の
経験を有する教授

大学評価委員会委
員：教員
分科会委員：教員及
び事務職員
【教員】
・学長、副学長、理
事（経験者を含む）
・学部長、研究科長
（経験者を含む）
・自己点検・評価委
員会委員（経験者を
含む）等
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あるといえるだろう。
そして、海外の評価機関では、評価者として学長・

副学長（または経験者）が実際に参加しているが、本
協会では資格要件には挙げているものの、大学からの
推薦者として登録される人数はまだ少ない。これは、
学長や副学長の本務校における業務が多いことが理由
であると考えられるが、海外においてもそれは同じで
ある。以前、オーストラリアの大学の複数の学長に対
して、評価者として参加する意義を尋ねた機会があっ
た。その際、学長または学長経験者から、評価者とし
て他大学の評価に携わることにより、所属大学の課題
が見えてくることが大学運営を担う学長として、大い
に役立つという回答を得た。また、評価者として参加

る学生、または sabbatical� officer（学生団体から選出
されるフルタイムの大学職員）が資格要件である。日
本の評価機関では、学生に評価者を委嘱するケースは
まだないが、公正な評価を実施していくために、将来
的には大学の最大のステークホルダーである学生等を
評価者にする可能性を検討してはどうだろうか。ま
た、本協会では、第２期大学評価から、事務局長や特
定の事務部門の統括者、または学内での自己点検・評
価業務に精通している事務職員を評価者として採用し
ている。その中で、30代から40代の中間マネジメント
層の職員が推薦されている傾向にあることは、評価室
等の専門部署の設置に伴い、各大学の点検・評価活動
が人員配置もあわせて充実してきていることの表れで

QAA WASC HEEACT TWAEA 大学基準協会
評価者の資格要件

（つづき）
・職業高等教育機関
に精通した企業の
CEO

【職員】
・理事、事務局長、
事務部門の統括者
・自己点検・評価委
員会委員（経験者を
含む）、認証評価業
務に精通している者

主査の資格要件 ─ 大学の学長等の役
職者

評価委員を２、３回
務めた者、大学役職
経験者

上記の評価者の条
件に加え、評価に長
く携わっていること

大学評価委員会委
員、大学評価委員会
委員候補者、若しく
は分科会委員経験者

選定方法 ・評価対象校の規模
により、２～６名で
構成
・評価チームには、
１名の元教員、１名
の学生評価者を含む。

評価対象校の規模
により、３～７名で
構成

大学のプログラム
の特性を考慮し、４
～６名で実地調査
チームを構成

まず、大学の特性を
考慮し、TWAEAが
選定。その後、政府
の 教 育 部 に 提 出
し、承認後委嘱。

評価対象校の規模
等に応じて４～９
名で構成

登録任期 ２年 終身 １年（再任可） １年 ２年
情報開示 ・評価対象校に対し

て事前通知
・ホームページで、
氏名、所属機関、学
位、評価での役割、
評価業務の実績を
開示。

評価者選定後、申請
大学へ評価者リス
ト及び評価者略歴
を提示

事前開示はなし
（実施調査前に、評
価者リストを大学
に提示）

事前開示はなし
（実地調査前日に、
評価者リストを大
学に提示）

事前開示はなし
（実施調査前に、評
価者リストを大学
に提示）
評価終了後、ホーム
ページで名簿公表

報酬 有償 無償 有償 有償 有償
評価者に関する評
価システムの有無

評価者アンケート
を実施（評価者に対
するフィードバッ
クあり）

WASCの副会長が
訪 問 調 査 に 同 行
し、評価者の評価を
実施。評価者登録シ
ステムに段階別評
価及び副会長の評
価コメントを掲載。

評価終了後、大学に
対し、評価者に対す
るアンケートを実施

評価終了後、大学に
対しアンケートを
実施。

・評価者アンケート
を実施（次年度以降
の実務改善の参考
として活用）
・分科会を担当した
事務局によるアン
ケートを実施

表１：各評価機関における評価者の選定基準及び選定方法（各調査報告書を基に筆者が作成）
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（「評価倫理と実務」、「評価報告書の執筆方法」、「学生
の学習成果の質保証システム」）の受講を必須で求め
ている。また、この３講座を受講するほかに、選択制
の研修を１講座受けることを求めている。１講座あた
り、90分程度であるが、講座の開催日を複数設定し、
評価者の都合により、参加することができるよう工夫
されている。加えて、研修を修了した者には、修了証
明書を発行している。主査に対しては、別途必須の研
修を設けており、主査の役割や評価チームでの注意事
項等を説明している。

TWAEA においては、レベル別（新任用と経験者
用）の研修を実施している。経験者を対象に、その分
野における専門的能力を高めるための「基幹プログラ
ム」を設けている。また、定期的に海外から講演者を
招へいし、評価に関する見識を深める機会を提供して
いる。これらの研修等は、評価者の都合に配慮し、年
間にわたって、複数回（40回程度）開催されている。

３�）本協会の評価者研修セミナーの課題とその改善に
向けた提案
冒頭で記述したとおり、現在の本協会の評価者研修

セミナーでは、評価システムの目的、評価方法の具体
的説明を行った後、ワークショップ形式で、架空の大
学の自己点検・評価報告書の読み方、所見の書き方、
指摘事項のあげ方等を評価者に疑似体験させ、理解し
てもらえるよう、プログラムを編成している。また、
主査を担う評価者には、別途主査セミナーを開催し、
主査の役割、報告書の取りまとめ方、分科会及び実地
調査での進行方法を説明している。しかし、評価者か
らのアンケートからは、セミナーの開催時期、半日と
いう時間的制約、実際の評価との違いなどが意見とし
て挙がっている。今回の調査を経て、本協会の評価者
研修セミナーや実際の評価の課題、そして改善に向け
た提案を行いたい。

評価者研修セミナーの開催時期については、評価ス
ケジュールを大きく変更しなければ抜本的な改善は難
しいが、WASC が実施しているインターネット利用
によるセミナーの開催やｅ－ラーニング形式を採用す
ることで、時間的な負担軽減が図れる可能性がある。

するために、学内の業務については、業務を可能な限
り他の教員に分担してもらうなど学内において協力体
制を敷いていることも説明されたⅰ。学長が主に主査
を務める WASC では、報告書作成や実地調査の際の
主査の負担を軽減するため、主査補佐制度を導入して
いる。台湾では、評価者を務めることで、教員評価の
ポイントが得られる仕組みになっている。かかる諸外
国の事例からすれば、大学の諸活動の全体を把握でき
る立場にある学長、副学長が評価者として参加できる
工夫を本協会として検討することが必要ではないだろ
うか。

２）評価者研修について
次に、各機関の評価者研修の特徴について報告する。
まず、QAA では、「評価者及び評価ファシリテー

ターのための研修及び資質向上に関する方針」を定め
ている。この中に、研修の基本的な考え方や研修を通
じて修得できる能力等が示されている点は他機関に見
られない特徴である。研修としては、評価者に対して
評価プロセスを追体験させるため、評価書の読み方の
ワークショップ、実地調査の際のインタビューのため
のロールプレイ、模擬ミーティングなどを取り入れた
プログラムを提供している。この研修は３日間かけて
行われており、研修後 QAA のスタッフによって、評
価者として登録するか否かが決定されている。

次に、WASC では、新任向けの１日セミナーと経
験者向けの半日セミナーを実施している。また、対面
式の研修がメインであるが、インターネットを利用し
た研修も取り入れており、遠方在住の評価者に配慮し
ている。新任向けの対面式研修は、評価基準や評価プ
ロセス、大学からの報告書の読み方、訪問調査の実施
方法、報告書の作成方法等について、架空の複数の大
学の報告書を使用しながら、ワークショップ形式で実
施している。１日の研修の中で、６つのケーススタ
ディーから、評価者がどういう観点で評価しなければ
ならないかを理解してもらうため、意見交換の時間を
多く取り入れることで、新任の評価者が評価の現場を
イメージできるよう、配慮されている。

台湾の HEEACT では、評価者に対し、３つの講座
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また、現在の研修は、１回半日で行っており、やや「詰
め込み」型の内容となっているので、評価者に登録さ
れた関係者に対する本協会の評価者として求める総合
的な内容と、評価に実際に携わる実務的な内容に分け
るよう、複数の研修に分けることも検討する必要がある。

現在の研修におけるワークショップでは、架空の大
学の自己点検・評価報告書等を用いて、所見の書き
方、実施調査での確認事項等を体験できるように取り
組んでいるが、WASC のように、ケーススタディー
により、実際の評価で判断に迷う事例を紹介すること
は本協会の評価の特徴を伝えるために有用であると考
える。そのために、事務局として事例の蓄積は必要で
あるが、第３期大学評価に向けた課題解決の洗い出し
にもつながるはずである。

本協会では、大学評価委員会の委員が主査を務める
一方、分科会委員として複数年経験を有する教員に主
査を例年依頼している。主査が分科会や実地調査を進
行するにあたって、担当する大学の評価の状況におい
て、判断に迷うケースが生じている。その際は、担当
事務局が本協会の評価の考え方を説明するが、次年度
以降にうまく引き継ぐことができない場合もある。評
価の際の判断指針を作成して事例を蓄積してはいるも
のの、主査がより本協会の評価に対する見識を深める
ためにも、主査を対象とした意見交換会を実施し、評
価プロセスの課題について洗い出しを行う機会を設け
てはどうだろうか。この機会が、評価者の見識を深め
るとともに、本協会の評価者としての共通理解を図る
ことにつながると考える。

最後に、本協会の今後の評価のあり方について、述
べることとする。本協会の評価事業は、目的の一つと
して、「大学の教育・研究活動等の質を社会に対し保
証すること」を掲げている。ここで示している「社会」
とは、決して国内のみを想定したものではなく、今後

はグローバルな拡がりをもつ概念としてもとらえられ
るだろう。また、大学の国際化、つまり、大学の教育・
研究活動を高め、日本の大学が世界でその存在価値を
示していくため、大学教育の構造転換を果たすことが
求められている中、大学団体及び評価機関として、今
後本協会の果たすべき役割は重要になるだろう。その
ために、本協会が取り組む評価事業においては、その

「質保証」が必然的に国際的な視野に立つことを前提
とし、各評価事業の意義や効用を高めなければならな
い。また同時に、評価の中心的役割を担う評価者が活
躍できる場を提供していかなければ、日本の大学にお
ける「質の文化」は醸成されず、そしてその担い手を
失いかねない。日本における評価者のステータスを向
上させることは本協会だけで解決することが難しい
が、具体的に行うべきである。そのために、認証評価
や評価者に関する情報を社会に積極的に公表していく
ことが第１歩となり、それが日本の大学の質保証につ
ながるだろう。

４．調査体制

アメリカ：中村安希（審査・評価系）
　　　　　串田藍子（審査・評価系）
イギリス：市川一茂（審査・評価系）
台　　湾：原　和世（審査・評価系）
　　　　　小田　格（審査・評価系）
　　　　　佐藤　圭（審査・評価系）
　　　　　伴野彩子（審査・評価系）
　　　　　　　　※所属は2015年３月当時

【注】
ⅰ Australian�Universities�Quality�Forum（2009年７

月１日～７月３日開催）に、筆者が参加の際、評価
経験者に対してインタビューを実施。
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ている１。これらの第三者機関は、連邦教育省（US�
Department�of�Education:�USDE）から５年ごとに認
可を受けること、または高等教育アクレディテー
シ ョ ン 協 議 会（Council� for� Higher� Education�
Accreditation:� CHEA）から10年ごとに承認されるこ
とが義務付けられている２。なお、CHEA においては、
10年ごとの承認の間に３年目及び６年目に中間報告

（interim�reports）を提出することを求めている。
大学を評価する第三者機関のうち、おおむね一般的

な大学については、全米地域を以下のような６つの地
域に分け、地域ごとに設立された地域アクレディテー
ション機関がその評価を担当している。

１．ニューイングランド地域（New�England�Association�
of�Schools�and�Colleges:�NEASC）

２．中部地域（Middle�States�Association�of�Colleges�
and�Schools:�MSA）

３．北中部地域（North�Central�Association�of�Colleges�
and�Schools:�NCA）

４．南部地域（Southern�Association�of�Colleges�and�
Schools:�SACS）

５．北西部地域（Northwest�Accreditation�Commission:�
NWAC）

６．西部地域（Western� Association� of� Schools� and�
Colleges:�WASC）

１．アメリカ合衆国における評価制度、評価機
関及び評価システムの概要

⑴　アメリカ合衆国における評価制度の概要
アメリカ合衆国における質保証制度では、大学内部

における自己点検・評価活動や学習成果の評価などの
活動に加え、大学を評価する第三者機関（アクレディ
テーション機関）から認定されることが求められてい
る。大学は、第三者機関によって認定されることで、
教育課程、教育方法、学生支援、図書館等に関する最
低基準を満たしていることを社会に示すことになる。
同時に、学生が連邦政府からの学資補助を受けるため
には、学生が所属する大学または教育プログラムが第
三者機関からの認証を受けていることが求められてい
る。また、州政府においても、大学や学生に対して資
金を支給する際には、第三者機関から認定されている
かによって支給状況が異なってくるなど、第三者機関
の評価において認定を受けていることが重要視されて
いる。

アメリカ合衆国において、大学を評価する第三者機
関は、公立・私立の非営利大学を評価する団体が６機
関、宗教関連の教育機関を評価する団体が４機関、営
利の職業関連教育を専門とする教育機関を評価する団
体が７機関存在している。その他、専門分野別に教育
プログラムごとの評価を行う評価機関が62機関存在し

中　村　安　希
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系副主幹

串　田　藍　子
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系職員

海外の評価機関における 
評価者研修に関する調査

（アメリカ合衆国）
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これらの地域アクレディテーション機関によって認
定を受けた大学は、3,050機関となっている３（６つの
地域アクレディテーション機関の基本情報について
は、添付資料１「アメリカ合衆国の地域アクレディ
テーション機関一覧」参照）。

⑵�　アメリカ合衆国の評価機関における評価者研修の
取り組み
今回、アメリカ合衆国の評価機関における評価者研

修について調査するため、６つの地域アクレディテー
ション機関に評価者研修に関するアンケート調査を
行った。結果として、訪問調査を行った WASC 以外
の地域アクレディテーション機関からは、ニューイン
グランド地域と南部地域の２機関のみの回答となった
が、中部地域及び北中部地域については、ホームペー
ジに情報が掲載されていたため、それらを活用してと
りまとめた（添付資料１参照）。

多くの地域アクレディテーション機関に共通してい
ることは、評価者として登録される期間が無期限であ
る点である。評価者として登録される人物は、原則と
して大学に所属していることが条件であり、定年退職
後は１～３年以内であれば評価者として登録される場
合が多い。評価者の登録期間を無期限としていること
によって、地域アクレディテーション機関は評価経験
が豊富な評価者を育成するとともに、常に良い評価者
を蓄積していくことが可能な仕組みとなっている。そ
のため、評価者研修に関しては、初任者を対象とした
研修を実施し、評価経験者については研修を受けるこ
とを免除しているケースも見受けられる。

２．評価機関及び評価システムの概要

今回、評価者研修に関する調査を行うにあたり、質
保証に関するシステムとして、早期から学生の学習成
果（Learning�Outcomes）に着目するなど、革新的な
取り組みを続けている西部地域の地域アクレディ
テーション機関 Western�Association� of� Schools� and�
Colleges（WASC）における評価者研修を調査するこ
ととした。

⑴　評価機関の概要
WASC は、1962（昭和37）年に前身となる西部地

区高等教育開発機構（the� development� of� higher�
education�in�the�Western�region）を改編し、設立さ
れた。評価事業の運営には、大学評価委員会（WASC�
Senior�College�and�University�Commission:�WASCUC）
が中心となっており、その下に、Standing� Committee
及び Commission-Appointed� Committees の２つの委
員会が構成されている。WASC が管轄する地域は、
カリフォルニア州、ハワイ州、グアム準州、アメリカ
領サモア準州、アメリカ領ヴァージン諸島準州、北マ
リアナ諸島米国自治連邦区、パラオ共和国である。
WASC では、評価の目的として、社会に対する質保
証、効果的な教育と学修の促進及び改善施策の共有の
ほか、基準の開発と適用を通じた教育の質の改善や定
期的なデータ収集に基づく計画の策定など根拠に基づ
く評価の定着化を図ること、ピアレビューを通じた理
念や学習成果に関する意見交換を掲げている。なお、
WASC は、CHEA 及び USDE の両機関の承認を取得
している。

WASC の組織構成は、会長（president）１名の下

【2013年（1/1-12/31）にアメリカ合衆国における評価を受けた大学数】４

評価結果 地域アクレディ
テーション機関

宗教関連教育機関
評価団体

営利職業関連教育
評価団体

プログラム
評価団体 総計

認定取得 20 11 246 745 1,022
再認定取得 400 18 887 1,545 2,850
未認定 ２ １ 31 42 76
認定取下げ ９ ８ 82 100 199
認定延期 ６ 10 229 240 485
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に上席副会長（senior� vice� president）１名、副会長
（vice�president）５名がおり、その下に部長（director）
２名及びシステム管理を行う技術担当者（technology）
１名、財務、評価者選定、評価者研修の３分野につい
て主事（manager）３名を配し、事務員を加えた総勢
23名のスタッフが勤務している。副会長は、それぞれ
事業ごとに担当が決まっており、例えば評価者研修セ
ミナーを行う際には、評価者研修担当の副会長１名が
企画を行い、当日の説明及びディスカッションの進行
等は残りの４名も加えた５名の副会長が分担して実施
することになっている。

⑵　評価システムについて
１）：評価方法

WASC の評価は、第１ステージ：申請書の提出、
第２ステージ：大学の運営能力の評価、第３ステー
ジ：教育成果の評価から構成されており、第２ステー
ジ及び第３ステージにおいて、大学が実施した点検・
評価の結果に対する書面評価及び２～３日程度かけて
実施する訪問調査（visit）によって評価を行ってい
る５。第３ステージを経て最終的な認定の可否が決定
される仕組みとなっており、最長で10年間認定される
事例がある。また、認定された期間の中間時点で実施

する評価として中間報告（Mid-Cycle� Review）の制
度が設けられており、学生の達成度に焦点を当て、教
育成果の測定指標の開発、留年や卒業のデータを確認
することとなっている。

2014（平成26）年７月からは、前回の評価で第１ス
テージから第３ステージまでの評価を経て認定された
大学であり、評価結果において中間報告の必要はない
と判断された大学については、今回の第２ステージの
評価プロセスの一部を簡略化し、１日間の Offsite�
Review（大学へ訪問調査をせずにビデオ会議にて大
学関係者と評価者が面談を行う評価）に代えることと
している。具体的には、この Offsite� Review では、
評価チームがビデオ会議にて意見交換を行い、その12
か月後に訪問調査を実施することになる６。

２）：評価プロセス
WASC の評価は、下記５つのプロセスを踏まえ

て、ステージごとに実施されている（第１ステージは
申請書の提出のみ）。なお、第２ステージと第３ステー
ジでは、それぞれ訪問調査が実施される（Offsite�
Review の場合には、第２ステージの訪問調査をテレ
ビ会議によるインタビューに代える）。

１�．大学による自己点検・評価をまとめた「機関報

＜評価基準の構成例：基準１＞

（出典 “2013�Handbook�of�Accreditation”p.12　※斜体は報告者が追記）　　
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＜評価基準、評価の視点及びガイドラインの関連性＞

（“2013�Handbook�of�Accreditation”�pp.10～11の図を報告者が直訳）　　



− 128 −

大学評価研究　第14号　2015年８月

告書」及び評価資料の提出
２．評価チーム内での意見交換
３．評価チームによる大学への訪問調査
４．評価チームにおける報告書の作成

３）：評価基準
評価基準については、以下の４基準からなる評価基

準を使用している。

基準１：組織及び教育の目的の明確性
基準２：コア機能による教育目的の達成
基準３：質と継続性を確保するための資源と組織的構造
基準４：質保証、学習の改善に必要な仕組みの確立

それぞれの基準のもとには、項目ごとに評価の視点
（Criteria� for� Review）が計39設けられており、大学
が整備すべき要素等が示されている。さらに、評価の
視点の理解を助けるため、適宜、評価の視点を達成す
るための具体的な取り組みをガイドライン（Guidelines）
として示している。なお、ガイドラインは例示であ
り、評価を申請する大学が独自の取り組みを行うこと
を認めている。

評価基準に加えて、WASC では、申請大学への情
報提供として、各種文書がホームページ上で公開して
おり、これらについても、適宜参照することを推奨し
ている。公表されている文書の中には、どのようなシ
ステムを構築することで WASC による認定を取得で
きるのかを説明したガイドライン “How� to� Become�
Accredited”７のほか、学習成果の測定方法の一例を示
したルーブリック８などがある。

３．評価者の選定方法について

WASC では、大学の学長による推薦をもって評価
者を登録するシステムを採用しているが、2014（平成
26）年度からは自己推薦による登録制度を開始し、20
名程度の自己推薦があった。学長による推薦、自己推
薦の他、申請大学の概要に鑑みて、副会長が評価者を
推薦する場合もある。なお、評価者登録の有効期限は
なく、現在2,000名程度の登録者数がある。

評価チームは評価対象大学ごとに編制し、１チーム
あたりの評価者数は、大学の規模によって最少３名、

最多７名程度の人数を配置している。評価者を選定す
る際には、評価対象大学の目的（mission）に鑑みて、
類似した目的を掲げる大学と全く異なる目的を掲げる大
学の双方からバランスに配慮して選定する。また、財
務、学生支援、教育プログラム、研究、ガバナンスがわ
かる評価者を配することとしている。さらに、通信教育
を実施する大学の場合には、これまでに通信教育に携
わった経験者を含めた構成となるようにしている。

良い評価者を選定するため、訪問調査の際に副会長
が１日程度同行し、評価者の評価を行っている。評価
者の評価は、評価者としての姿勢や大学に対するイン
タビュー能力などを総合して、「１：もっとも良い」

「２：まあまあ」「３：悪い」の３段階で評価し、評価
者登録システムに段階別評価及び副会長の評価コメン
トが登録される仕組みとなっている。これらの情報
は、次年度に評価チームの編制を考える際の参考とし
ている。

さらに、近年 WASC では、評価チームの主査（Chair）
を大学の学長等の役職者が務めることから、評価チー
ムの報告書等の評価に関する文書を執筆する時間を設
けることが難しく、そのために主査を辞退する事例が
続くという課題を抱えていた。これに対応するため、
2012（平成24）年度より主査補佐（Assistant� Chair）
制度を導入し、各評価チームに１名の主査補佐を配置
する試みを開始した。主査補佐は、主査を補助しなが
ら評価チームの報告書の文章校正など執筆作業を中心
とした役割を担い、これにより評価チームの報告書を
まとめる際の主査の負担軽減を図るとともに、評価に
関する文書の精度を高めることを目指している。

４．評価者研修の取り組みについて

訪問調査を行った WASC においては、2014（平成
26）年の秋に訪問調査へ参加する評価者を対象に、５
月に対面式の評価者セミナーを２回、インターネット
通信を用いた webinar プログラムを２回実施してい
る。２回の評価者セミナーは、それぞれの回によって
評価対象が異なり、１回目は前回の評価において問題
があった大学に対する再評価の評価者を対象にした研
修、２回目は前述した Offsite� Review の評価者を対
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象 と し た 研 修 と な っ て い る（webinar も 同 様 ）。
WASC では、新任の評価者及び新基準への改定後に
初めて評価者を務める者については、可能な限り対面
式の評価者研修を受講することを推奨しているが、な
かには遠方に滞在する評価者もいるため、webinar プ
ログラムへの参加も認めている。一方で、評価経験者
については、評価者研修の受講を免除しているケース
もある。なお、webinar プログラムでは、開催日時に
WASC の特設サイトにアクセスすることで、イン
ターネット回線を通じて WASC 本部において実施す
る講義を視聴することができる仕組みを採用してい
る。今後、WASC では e- ラーニング形式で時間・場
所を問わずに研修が受けられる仕組みも検討している
ところである。

５．評価者セミナー

⑴�　2014（平成26）年度のWASC評価者セミナーに
ついて
WASC では、2013（平成25）～2014（平成26）年

度の間に全部で43回の評価者を対象とした研修を実施

している。2013（平成25）年10月から2014（平成26）
年２月に、主査（Chair）を対象とした研修（Training�
for� 2013-2014� WASC� Visiting� Committee� CHAIRS）
を10回、主に新任の評価者を対象に１日かけて実施す
る研修（ONE� DAY� Training）を15回、経験のある
評価者を対象に時間を短縮して行う研修（HALF�
DAY� Training）を14回開催している。これらは2014

（平成26）年の春から夏にかけての評価に参加する評
価者を対象としており、ワークショップもしくは新し
い情報を確認する update� session の形式で行われて
いる。

また、2014（平成26）年秋の訪問調査（Accreditation�
Visit）に参加する評価者を対象として同年５月に４
回の評価者セミナーを開催している。同セミナーは、
５月９日・16日に開催されたワークショップのほか、
同月22日・29日に、webinar プログラムを実施してい
る。

今回は、５月16日の評価者セミナーに参加し、その
開催方法や運営の実態を調査した。開催時間は午前８
時～午後３時30分で、出席者については、WASC で

⑵　評価者セミナーのプログラム

時間 プログラム
7:30- ◇朝食、受付
8:00-8:50 ◆新任者向けのガイダンス

◆主査・主査補佐による会合
（セミナーに参加している主査・主査補佐のみ）

9:00-9:20 ◇総合案内
9:20-9:35 ◆評価基準の説明
9:35-10:20 ◆評価プロセスの説明

◆機関報告書の作成①第１章～第４章
・第１章：序文
・第２章：法令要件の遵守
・第３章：学位の目的、質、整合性
・第４章：教育の質

10:20-10:30 ◇休憩
10:30-11:45 ◆機関報告書の作成②第５章～第９章

・第５章：学生の成功

ケーススタディ①　Lockness�Institute

・第６章：質保証
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時間 プログラム
・第７章：継続性

ケーススタディ②　University�of�Chesterhood

テーブルディスカッション（大学が直面している危機について）

・第８章：独自のテーマ（任意項目）
・第９章：まとめ

11:45-12:45 ◇昼食（含、WASC関係者との意見交換）
12:45-13:25 ◆ Offsite�Review の準備・案内

・スケジュールと７段階の準備
・主査、執筆アシスタント、委員の役割
・WASC及び申請大学から提示される評価資料
・評価チームが作成するワークシート
・電話会議の概要、スケジュール
・テレビ会議（Offsite�Review）
・質問事項の概要
・評価チームの報告書作成の準備

ケーススタディ③　Hughes�College

13:25-14:00 ◆訪問調査の準備・案内
・スケジュール
・大学からの回答
・ワークシート（案）の作成
・訪問調査準備のための評価チームによる電話会議
・訪問調査における評価の視点
・評価チーム専用E-mail について

ケーススタディ④　Eshelman�University�

・良い質問のヒント
・訪問調査におけるインタビューの案内
・キャンパス外の施設等について
・通信教育について
・テレビ会議（Offsite�Review）と訪問調査の目的、手法の比較

14:00-14:10 ◇休憩
14:10-14:40 ◆評価チームによる提言の作成

・提言事項（その目的、種類、役割）
・提言の良い例、悪い例
・委員会への機密提言（大学と共有しない提言）
・中間評価

ケーススタディ⑤　McEwan`s�College

・評価チームからの提言に基づく評価結果作成
14:40-15:00 ◆評価チームによる報告書について

・作成のプロセス
・報告書の有効性（評価結果のウェブサイトでの公表）
・評価基準と関連した報告書の作成
・評価資料を用いた報告書の作成
・評価チームの報告書作成ガイド

ケーススタディ⑥　Inland�State�University
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は今期の評価者49名を招待していたが、経験者には研
修を免除していることもあり、実際の出席者は主査４
名、主査補佐４名、新任者７名を含む計18名であった。

⑶　プログラムの概要
評価者セミナーのプログラム内容は、「評価基準、

評価プロセスの概要」「機関報告書の構成」「Offsite�
Review の評価プロセス」「評価チームによる報告書
の作成方法」「その他、各種手続き等」の５つに大別
される。

また、WASC では、評価者セミナーのプログラム
において、説明に加えて具体的な事例に沿って評価者
の立場から考えさせるためにケーススタディを実施し
ていることが大きな特色である。ケースとして、６つ
の事例を用いており、いずれも架空の大学の事例とし
て作成されている。ケーススタディについては、⑶－
６）にて詳細を述べることとする。

１）評価基準、評価プロセスの概要
評価基準について、３つの中心となる方針（Core�

Commitment）を重視した評価を行うこととし、以下
の点が強調された。また、以下の方針に基づき、評価
者は、評価基準の構造を理解し、評価に臨むことが必
要である。
・「学生の学習と成功に関する方針」：大学が掲げる明

確な教育の目的と学生の学習成果に基づき、すべて
の学生を支援し、学生の学習成果を理解し、改善に

努めているか、という観点から評価を行うこと。
・「質保証と改善に関する方針」：最も重視すべき点で

あり、大学に対してすべての教育活動における高い
水準を保証し、それを維持するために改善に努めて
いくことを求める評価を行うこと。

・「組織の誠実性、持続性、説明責任に関する方針」：
大学は自身が明確な方法で運営し、状況の変化にも
順応するとともに、誠実性を持って運営しているか
を説明しているか、という観点から評価を行うこと。
また、前述の５つの評価プロセスについての説明に

加え、過去の事例を挙げながら良い評価者の要件とし
て、「持論を押しつけることなく、柔軟であること」

「ピアレビューの立場から、厳しすぎず、やさしすぎ
ず、批判的な観点を持って評価に臨めること」「必要
な情報とそうでない情報を理解し、区別できること」

「総合的な情報に基づき評価できること」「評価チーム
のメンバーに配慮し、協働できること」の５点が示さ
れた。

２）「機関報告書」の構成
評価者は、大学から提出される「機関報告書」か

ら、当該大学が前回の評価において指摘された事項に
対応しているか、当該大学の強みは何か、深刻な課題
や潜在的な問題はないか、大学の活動をさらに発展さ
せる方策を含んでいるかを確認する必要がある。その
上で、各章に記述されている内容から、評価に必要な
情報を読み解く方法が説明された。

時間 プログラム
15:00-15:15 ◆評価プロセスの完成

・評価チームの報告書の完成

クエスチョン（評価者として良いアドバイスとは？）

・委員会による評価結果の作成
・評価者の責任（倫理）

15:15-15:25 ◆評価作業に必要な資料等について
・ウェブサイト上のマテリアルボックス（評価者専用サイト）について
・各種様式、ワークシートについて

15:25-15:30 ◇終了
・質疑応答
・評価者セミナーについてのアンケート
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３）Offsite�Review の評価プロセス
Offsite� Review では、上述のとおり、大学関係者と

のテレビ会議等を実施することから、評価者の評価
チームにおける役割と作業プロセスが詳細に説明された。
・主査補佐：�評価委員から提出された評価チームの報

告書（草案）を編集し、案を作成する。
訪問調査後に各評価委員が修正した案を
編集し、主査へ提出する。

・評価委員：�「機関報告書」を読み、ワークシートを
作成する。テレビ会議を経て、大学への

質問事項を作成する。評価チームの報告
書を担当分野に応じて作成する。

・事 務 局：�評価に関するスケジュールを適宜、評価
チームに案内する。

４）評価チームによる報告書の作成方法
評価チームは、訪問調査を経て、評価チームの報告

書を作成しなければならない。その際には、①評価資
料に基づいた記述であること、②基準や評価の視点を
引用すること、③大学の長所を明確にしていること、

項目名 「機関報告書」に記述される内容 評価者が読み取るべきポイント

第１章：
序文

・大学の背景や概要（所在地、沿革、使命、核となる
組織構造、最近の変革など）

・前回の評価結果において、課題となった指摘事項に
対する改善策

・大学の特徴や全体像を把握する

第２章：
法令要件の遵守

・大学が遵守すべき国の施策等に沿った取り組み
・遵守状況を確認するための評価指標

・大学の遵守状況を確認する
※ワークシートで確認作業を行う。
・“Review� under � WSCUC� Standards� and�
Compliance�with�Federal�Requirements”�９
・“Federal�Compliance�Checklists”10

第３章：
学位の目的、
質、誠実性

・学位の目的
・学生が身につけることができる能力
・学位の質の保証等に関する取り組み

・どのように学位の質を保証する仕組みが整備されて
いるか

第４章：
教育の質

・教育内容、教育方法
・当該大学の教育の特徴
・課程修了にあたっての学習成果を測定する指標や測
定方法

・適切な教育が行われているか
・課程修了における学習成果をどのように測定してい
るのか
・大学が育成する人材像に適う卒業生を輩出している
か

第５章：
学生の成果

・学習成果を測定する仕組み
・その結果を受けてどのように改善に取り組んでいる
のか

・どのような学生の学習成果を測定する仕組みが整備
されているのか
・その結果を受けて改善につなげているのか（機能し
ているのか）

第６章：
質保証

・成績評価に関する取り組み
・教育課程の見直し等の取り組み

・大学が教育の質を保証するための各種取り組みが適
切に行われているか
・教育課程や教育内容の改善に取り組んでいるか

第７章：
継続性

・学習環境の整備
・財務状況
※大学が現在の教育の質を維持し、継続的な教育を実
施していくために必要な基盤整備という観点からの
情報が記述される。

・必要な学習環境が整備されているか
・現在の財務状況は今後の計画を実行できる状況か

第８章：
独自の題目
（任意項目）

・大学が優先的に取り組んでいるテーマについて独自
に記述

・大学の記述に応じて、どのような取り組みが特徴な
のか、大学自らが目標とする取り組みは達成できて
いるか

第９章：
まとめ

・大学が自己点検・評価から得たこと
・自己点検・評価の結果から今後の計画をどのように
立てるのか

・大学が今後どのような方向性を目指しているのか、
そのために自己点検・評価が生かされているかを把
握する

（図は当日の説明内容に基づき報告者が作成）
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④改善に取り組むべき重要な事柄を明確にすること等
に留意することが説明された。

また、評価チームの報告書に付す提言は、以下の点
を確認するよう説明された。
・大学が何を改善するべきか、明確であること。
・評価資料によって、評価が裏付けられていること。
・評価基準や評価の視点に基づいていること。
・評価チームの報告書の本文中において、提言が付さ

れた背景や理由に関する説明が記述されているこ
と。

・提言の数は３～８項目程度で作成されていること。
・改善に取り組む優先度が明確にされていること（評

価チームの報告書の本文において提案されている内
容と明確に区別されていること）。
なお、WASC では、評価チームの報告書の作成方

法を説明したガイド “Editorial�Style�Guide�for�WASC�

Reports”11を作成しており、編集方法やこれまでに用
いられた表記方法を紹介している。

５）その他、各種手続き等
WASC では、大部分の資料をホームページにおい

て公表しているが、その中から評価に必要なワーク
シートや評価者用ハンドブック、評価チームの報告書
作成ガイドなどは、評価者専用のウェブサイト上に掲
載しており、評価者は適宜ダウンロードして使用する
こととしている。

評価者に関する倫理として、評価対象となっている
大学とは連絡を取らないこと、１年間はそれらの大学
との協議などを行うことは望ましくないと規定している。

評価に関する費用は、訪問調査の終了後30日以内に
訪問調査にかかった費用及びその支払いに関連する書
類を評価者が WASC に請求する仕組みとなっている。

（図は当日の説明内容に基づき報告者が作成）

＜Offsite Reviewにおける評価者の作業プロセス＞ 
・大学による評価資料（「機関報告書」と評価資料）の提出 
・評価者による２種類のワークシートの作成（個人作業） 
→各評価委員からの提出を受け、主査補佐が編集し、Offsite Review 前
に評価委員に送付する。 

・Pre-Offsite Review（電話会議） 
（評価チームのメンバーで大学の概要、Offsite Reviewの進め方、ワー
クシートにおいてOffsite Review後に修正の必要がある点、分科会の
役割分担などを確認。） 

●評価チームと大学関係者（幹部）とのテレビ会議（45分間） 

●訪問調査

（大学からの説明を受け、質疑応答を行う。） 

・評価チームによる質問内容の検討・大学へ質問事項を通知 
（テレビ会議終了後に検討、質問事項確定） 

・評価委員が主査補佐に評価チームの報告書（草案）を提出 

・主査補佐が報告書草案を編集し、各委員に配付 

・大学から評価チームからの質問に対する回答の提出 

（TV会議の前日）

（TV会議から８週間以内）

（訪問調査の８週間前まで）
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６）ケーススタディの実施
前述のように、WASC の評価者セミナーでは、６

つのケーススタディを実施している。それぞれのケー
スは、これまでの評価実績を踏まえた架空の大学の事
例として作成されており、評価者の立場から考えるこ
とを疑似体験させる目的で使用されている。そのた
め、WASC で回答を用意している事例もあれば、評
価者セミナーの参加者で議論してみることでどのよう
に評価するかというポイントを評価者自らが修得する
事例もある。なお、評価者セミナーの参加者は、新任
者あるいは新しい評価方法に移行してから初めて評価
者を務める者が大部分であるため、ケース内容の更新
は行っていない。

○ケース１：Lockness�Institute
このケースは、「機関報告書」の構成を説明する過

程で、「第５章：学生の成果」から、学習成果を測定
する仕組みが機能しているか、その結果を受けてどの
ように改善に取り組んでいるのかを評価する際のポイ
ントを修得する目的で実施されている。

＜ Lockness�Institute のケース＞
・前回の評価において、学習成果の測定及び学生支援
に関して改善が求められた大学。
・評価後、大学ではコンサルタントを採用し、学生支
援に関する組織を改編し、奨学金の担当部署をはじ
めとする業務改善を実施した。
・大学が調査した学生アンケートでは、80％の学生が
満足しているとの回答を得ており、大学はこれをもっ
て離退学の防止につながると考えている。

（この事例を基に評価者が考えること）
→訪問調査では誰に面談することを要求するか？ま
た、その理由は？
→どのような質問をすることが有効か？
→どのような情報や評価資料の閲覧を要求するか？

○ケース２：University�of�Chesterhood
このケースは、「機関報告書」の構成を説明する過

程で、「第７章：継続性」から、大学経営が安定して
いない大学に対してどのような情報を収集し、大学と
議論することが有効か、評価者としてどのような助言
をしていくことが必要かを考えるために実施している。

＜University�of�Chesterhood のケース＞
・WASC担当地域では、比較的新設の大学であり（５
年前に初めての評価を受けた）、情報科学とヘルスケ
アの分野の学士課程を提供する小規模の私立大学。
・前回の評価では、戦略的な計画、財務の安定性、学
習成果の評価プロセスについて、提言を付されている。
・副学長などの重要な管理職に関し、離職率がかなり
高く、人事コンサルティング会社と契約をし、雇用
に関する対策を検討している。

（この事例を基に評価者が考えること）
→「リーダーシップ問題」もしくは「人材問題」や離
職率の広がりについて、大学を超えて頭を悩ませて
いる懸念に応えるために、評価チームとしてとるべ
き最善の方法は？
→訪問調査を実施する前に、どのような情報を求める
と有効か？
→訪問調査時に誰と面談し、どのような質問をするべ
きか？

○ケース３：Hughes�College
このケースは、Offsite� Review の評価プロセスを説

明する過程で実施される。Offsite� Review を受ける大
学は、前回の評価で評価の３ステージをすべてクリア
し、中間報告の必要はないと判断した大学であること
から、今回の評価では基盤的な要素は整備されている
前提で、大学における学修が学生の成功につながった
かという点を含めた学習成果の測定や教育の質を保証
するシステムに焦点を当てて評価を行うことになる。
そのため、このケースは、Offsite� Review で重視する
教育の質保証システムに関する評価ポイントを修得す
る目的で実施されている。

＜Hughes�College のケース＞
・前回の評価において、次回の評価の際には、継続し
て質の向上を図った効果についての文書を提出する
よう求められた。
・「機関報告書」第６章では、現在の授業評価、質保証・
質の向上の継続的な取り組みとして、卒業生アンケー
ト、企業雇用者へのインタビュー分析結果などの複
数の評価ツールによる結果を含む取り組みが記述さ
れている。

（この事例を基に評価者が考えること）
→どのような対応が評価チームとして適切か？�
（訪問調査前に質保証の取り組み結果の活用方法に関す
る資料を要求する、質保証の取り組み結果から作成
した事業計画を確認する、など。）
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○ケース４：Eshelman�University
このケースは、Offsite� Review の評価プロセスを説

明する過程で実施され、なかでも訪問調査における評
価者がとるべき対応を修得する目的で実施される。訪
問調査の実施にあたっては、事前に評価者から質問事
項を大学へ提示し、それに対する大学からの回答を受
けた状態で臨む。さらに、訪問調査の前夜には、評価
チームで集まり、翌日からの訪問調査での確認事項や
確認方法の打ち合わせを行う。しかし、実際の訪問調
査では、事前に準備していた事項のみならず、現地で
わかった問題等に柔軟に対応することが必要であり、
そういった場合の評価者としての対応を考える目的で
実施されている。

＜Eshelman�University のケース＞
・在籍学生数3,000名を有する総合大学。
・今回の評価では、前回の評価後、どのように学生の
学習成果の評価、入学者管理、学部の管理に取り組
んでいるかを調べることになっている（大学は概ね
改善している方向を示している）。
・訪問調査に赴いたところ、学生や学部から届いた学
生支援に関する不満のメール（必要な時に指導教員
と会うことができない、学生が履修指導やカウンセ
リングなどの必要な支援を得られていないなど）が
複数件にわたって送られていたことが発覚した。
・この問題について、「機関報告書」には一切記述はない。

（この事例を基に評価者が考えること）
→このような場合、訪問調査で新たに発覚した事項は
評価するべきかどうか？
→評価する際には、訪問調査で誰に、どのような質問
をすることが有効か？
→評価チームの報告書にはどのように記述するべき
か？

○ケース５：McEwan’s�College
このケースは、評価チームによる報告書の作成方法

を説明する過程で、提言を作成するポイントを修得す
る目的で実施されている。評価者が具体的な提言を考
えやすいよう、学生の受け入れが不良であり、財務状
況が安定していない大学にどのような提言をすること
が有効かを問う内容となっている。

＜McEwan’s�College のケース＞
・非営利機関の私立大学であり、財務状況としては約
400名の学生による授業料に90％依存。
・WASCに提出された経過報告では、財務状況は安定
しているとしたが、訪問調査において財務担当者か
ら、いくつかのプロジェクトがコストカットのため
中止になったことを聞いた。
・大学の最高経営者からは、今年の秋は入学者が減少
したが、それは一時的な事象であり、心配はしてい
ないとの回答があった。

（この事例を基に評価者が考えること）
→このような場合、最高経営者の回答を受けて楽観的
に評価をしてよいかどうか？
→このような場合、評価チームの報告書ではどのよう
な改善を求めることが有効か？

○ケース６：Inland�State�University
このケースは、評価チームによる報告書の作成方法

を説明する過程で、評価チームの報告書をまとめるに
あたり、評価基準や評価の視点に照らして、大学の実
情をどのように判断するのかというポイントを修得す
る目的で実施されている。

＜ Inland�State�University のケース＞
・当該大学のおよそ半数の学科において、学習成果が
策定されていない。
・残りの学科については、学習成果をホームページに
て公表しているものの、学生もしくは受験生などに
配布するパンフレットやその他の刊行物（シラバス
を含む）には掲載していない。

（この事例を基に評価者が考えること）
→このような場合、評価チームの報告書において、ど
のようにまとめるのが適切か？
　（法令要件を満たしていないとして提言を付す、学長
と面談をして対応を考える、など）

　これらの６つのケースは、いずれも現実に存在する
大学を意識して作成されているため、実践的な内容と
なっている。また、現在のアメリカ合衆国で課題と
なっている新しいタイプの大学についても事例に盛り
込むことで、従来の大学と異なるケースについても考
える機会を設けている。

６．その他（課題）

⑴　WASCが自ら考える課題
WASC を訪問した際に、会長の Mary�Ellen�Petrisko

氏は、良質な評価者を確保することが評価の信頼性を
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高めることにつながるため、評価者を確保するととも
にその研修についても注力していく必要があることを
述べた。また、副会長の Richard�C.�Osborn 氏は、評
価内容も重要であるが、報告書をまとめる作業も大切
であり、学長等が主査を務めることから、作業の効率
化を図る必要があるため、新規に主査補佐を導入する
ことを試みていることを述べた。これらのことから、
WASC では、良質な評価者を確保すると同時に、評価
の質を保ちながら報告書をとりまとめる作業の効率化
を図ることが課題となっていることが分かる。

良質な評価者の確保については、WASC では原則
として終身登録制であるため、評価者の評価を厳格に
行い、再度依頼する評価者のデータを蓄積している。
また、評価者セミナーでは、具体的な評価作業を理解
させるようケーススタディを用いることで評価能力の
向上を図っている。

報告書のとりまとめ作業の効率化については、主査
補佐制度を導入したばかりであるため、機能性の検証
とともに、主査補佐の役割の明確化と候補者の選定方
法が今後の課題といえよう。

⑵　今回の訪問調査を通して考えた課題
WASC の評価者セミナーにおいては、評価者が発

言する機会が多く設定されていた。説明の合間に具体
的な事例を取り上げたワークショップを複数回にわ
たって行うことで、新任者にとっても、イメージしや
すい構成となるよう工夫している。また、ワーク
ショップのテーマとしても、本協会の評価者研修セミ
ナーにおいても、より具体的かつ限定的なワーク
ショップの課題を検討し、細かく回数を分けて、説明
の合間に組み込むことは有効であると感じた。

また、WASC においては、報告書の作成から文章
校正までを評価者が行うため、評価に関する文書

（ワークシート、評価結果など）に関する説明に多く
の時間を割いている。それに伴い、評価を行ううえで
欠かせない「機関報告書」及び評価資料の読み解き
方、訪問調査における情報収集の方法等について詳し
い説明が実施されていた。加えて、評価者セミナーで
は、副会長が説明者となるため、個人の見解を含めて

今年度の WASC の評価方針として説明されることは
説得力があり、多くの評価者が活発に発言し、アクレ
ディテーション機関のみならず評価者とのディスカッ
ションを通じて評価を構築していく様子がうかがえた。

評価者セミナーの内容では、大学が作成する点検・
評価報告書の読み方や確認すべきポイント、評価の際
に使用する様式の解説など、具体的な評価ツールに
沿った説明を行っていることは特徴であり、理解を深
めることに役立つと考えられる。ケーススタディにつ
いては、６つの架空の大学の事例を作成しているが、
どのようなスキルを修得させるのかが各事例において
明確になっている点は有効であると感じた。

本協会と WASC では、事務局の構成や評価におけ
る事務局の役割に違いがあるが、課題となっている点
は類似していることが多く見られた。ただし、WASC
の場合には、評価者が終身登録制であることから、経
験者を中心に評価チームを構成し、各評価チームに１
名程度は新任者を参加させることで次の評価者の育成
に繋げている。本協会では評価者研修セミナーの内容
の充実化を図るとともに、豊かな評価経験を持つ評価
者を確保していくこともあわせて考える必要があるの
ではないかと感じた。

【注】
１ CHEA�ALMANAC�ONLINE:�US� accreditation� in�

2011� http://www.chea.org/Almanac%20� Online/
index.�asp

２ CHEA� At・A・Glance� http://www.chea.org/pdf/
chea-at-a-glance_2012.pdf、USDE� Accreditation� in�
the� United� States� http://www2.ed.gov/admins/
finaid/accred/accreditation_pg3.html#Recognition

３ 内訳としては、ニューイングランド241、中部532、
北中部1,012、南部804、北西部162、西部299（junior134、
sinior165）http://www.chea.org/Almanac%20�
Online/index.�asp

４ CHEA�ALMANAC�ONLINE:�Summary�of�Accreditation�
Action� for� January,� 1� 2013-December,� 31� 2013�
http://www.�chea.�org/Almanac%20�Online/index.�
asp
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５ 『内部質保証システムの構築─国内外大学の内部質
保証システムの実態調査─』財団法人大学基準協会
2009年３月　pp.118～124

６ WASC“2013� Handbook� of� Accreditation”（http://
www.wascsenior .org/resources/handbook-
accreditation-2013）p.24

７ WASC� “How� to� Become� Accredited”（http://
www.�wascsenior.org/document-list 掲載）

８ WASC� “CAPSTONE� RUBRIC”（その他各種ルー
ブリックは、いずれも WASC� HP/Document� List:�
http://www.�wascsenior.�org/document-list で公開
されている。）

９ 評価者専用ハンドブック “Comprehensive� Review�
for� Reaffirmation� of� Accreditation� Evaluator�
Guide”

　（http://www.wascsenior.org/resources-for-teams
掲載）pp.49-66

　この表では、評価の視点ごとに参照すべき評価資料

が示されており、評価者はその遵守状況を１～５の
５段階で、取り組みの優先度をＡ～Ｃの３段階で評
価するとともに、コメントなどを記載する仕組みに
なっている。さらに、評価基準ごとに総合的な遵守
状況および大学に確認すべき事項をとりまとめる欄
が設けられ、質問事項等を考える参考となるよう工
夫されている。

10 評価者専用ハンドブック “Comprehensive� Review�
for� Reaffirmation� of� Accreditation� Evaluator�
Guide”（http://www.wascsenior.org/resources-for-
teams 掲載）pp.67-72

　この表は「履修単位時間」「学生からの要望」「学生
募集」「転入学」という４項目に関するチェックリ
ストから構成されており、連邦政府から要求される
法令要件や WASC が求める確認事項などがまとめ
られる仕組みになっている。

11 http://www.wascsenior.org/files/style_guide_for_
writing_wasc_reports.�pdf よりダウンロード可能。
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添付資料１　アメリカ合衆国の地域アクレディテーション機関一覧
（2014年３月31日現在）

機関名
New�England�
Association�of�

Schools�and�Colleges�
（NEASC）

Middle�States�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（MSA）�

North�Central�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（NCA）�

Southern�Association�
of�Colleges�and�
Schools�（SACS）�

Northwest�
Commission�on�
Colleges�and�
Universities�
Commission
（NWCCU）

Western�Association�
of�Schools�and�
Colleges�（WASC）

旧機関名 ─ ─ ─ ─

・Northwest�Association�
of� Accredited� Schools�
（NAAS）※～2010年まで
・Northwest�Accreditation�
Commission（NWAC）
※2010～2012年まで

─

【基本情報】

担当地域

ニューイングランド

（コネチカット州、メ
イン州、マサチュー
セッツ州、ニューハン
プシャー州、ロードア
イランド州、バーモン
ト州）

中部

（ニューヨーク州、
ニュージャージー州、
ペンシルバニア州、デ
ラウェア州、メリーラ
ンド州、ワシントン
D.C.、プエルトリコ自
治連邦区、アメリカ領
ヴァージン諸島）

北中部

（アーカンソー州、ア
リゾナ州、コロラド
州、アイオワ州、イリ
ノイ州、インディアナ
州、カンザス州、ミシ
ガン州、ミネソタ州、
ミズーリ州、ノースダ
コタ州、ネブラスカ
州、ニューメキシコ
州、オハイオ州、オク
ラホマ州、サウスダコ
タ州、ウィスコンシン
州、ウェストヴァージ
ニア州、ワイオミング
州）

南部

（ヴァージニア州、フ
ロリダ州、ジョージア
州、ケンタッキー州、
ルイジアナ州、ミシ
シッピ州、ノースカロ
ライナ州、サウスカロ
ライナ州、アラバマ
州、テネシー州、テキ
サス州）

北西部

（アラスカ州、アイダ
ホ州、モンタナ州、ネ
ヴァダ州、オレゴン
州、ユタ州、ワシント
ン州）

西部

（カリフォルニア州、
ハワイ州、グアム準
州、アメリカ領サモア
準 州、 ア メ リ カ 領
ヴァージン諸島準州、
北マリアナ諸島米国自
治連邦区、パラオ共和
国）

公式HP
https://cihe.neasc.
org/

http://www.middlestates.
org/

h t t p : / / w w w .
northcentralassociation.
org/

http://www.sacs.org/ http://www.nwccu.
org/

http://www.wascweb.
org/

設立年

1885年 1887年 1895年 1895年 1917年
※2010年よりNWAC
※2012年より初等教育
評 価 に つ い て は
AdvanceEDの一部門
となり、高等教育評価
はNWCCUとなる。

1962年

運営形態 自主的・非営利・非政
府組織

自主的・非営利・非政
府組織

自主的・非営利・非政
府組織

自主的・非営利・非政
府組織

自主的・非営利・非政
府組織

自主的・非営利・非政
府組織

スタッフ数
９名
（事務職員のみ）

26名
（内、評価担当部署は
７名）

55名
（内、会長１名、副会
長10名）

46名
（内、会長１名、副会
長13名）

７名
（内、会長１名、副会
長１名、執行副会長１
名）

23名
（内、会長１名、副会
長５名）

住所
3� Burlington� Woods�
D r i v e , � Su i t e � 100�
Burlington,�MA�01803��

3624� Market� Street�
Ph i l ade l ph i a , � PA�
19104-2680

230� S.� LaSalle� St.,�
Suite� 7-500,� Chicago,�
IL�60604

1866� Southern� Lane,�
Decatur,�GA�30033�

8060� 165th� Avenue�
N . E . � S u i t e � 1 0 0 ,�
Redmond,�WA�98052

985� Atlantic� Avenue,�
Suite� 100� Alameda,�
CA�94501

【評価方法に関する情報】

評価の目的

効果的な教育改善と公
的な質保証

ピアレビューを通じた
高品質なアクレディ
テーションの提供

アクレディテーション
を通じた教育の質保
証、学術的な優秀さの
奨励による教育の改善
を学校にすること。単
科大学、総合大学への
支援。

教育的な品質を保証
し、加盟機関の効果的
な改善を図る。

教育の質を保証するシ
ステムの有効性を強化
し、多様な目的、特徴
を持つ大学に対して適
用された評価基準に基
づいて、客観的かつ公
平な評価を行い、ピア
レビューを通じて北西
部地域の大学の継続的
な改善を促進する。

①社会に対する質保証
②効果的な教育と学修
の促進、良い改善施策
の共有
③基準の開発と適用を
通じた教育の質の改善
④定期的なデータ収集
に基づく計画の策定
等、根拠に沿った評価
の定着化
⑤大学の評価システム
を発展させることによ
る評価の負荷減
⑥ピアレビューの過程
を通じた理念や教育効
果に関する意見交換

評価対象

大学、短期大学、私立
学校、公立高校、公立
小中学校、技術職業機
関
（Comm i s s i o n � o n�
Institutions� of� Higher�
Education（CIHE）が
高等教育担当）

小学校、高校、大学、
短期大学
（Comm i s s i o n � o n�
Higher�Education が高
等教育担当）

単科大学、総合大学、
初等学校、中等学校、
非学位の準中等学校等
（The� Higher� Learning�
Commission（HLC）
が高等教育担当）

単科大学、総合大学 大学 大 学、 短 期 大 学、
K-12、非学位取得課程
（ A c c r e d i t i n g�
C o mm i s s i o n � f o r�
Community�and�Junior�
Colleges が 短 大、
A c c r e d i t i n g�
C o mm i s s i o n � f o r�
Schools が初等教育及
び非学位担当）
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機関名
New�England�
Association�of�

Schools�and�Colleges�
（NEASC）

Middle�States�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（MSA）�

North�Central�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（NCA）�

Southern�Association�
of�Colleges�and�
Schools�（SACS）�

Northwest�
Commission�on�
Colleges�and�
Universities�
Commission
（NWCCU）

Western�Association�
of�Schools�and�
Colleges�（WASC）

評価基準

基準１：理念と目的
（Mission�and�Purposed）
基準２：プランニング
と評価
（Planning�and�Evaluation）
基準３：組織とガバナ
ンス
（Organization�and�Governance）
基準４：アカデミック
プログラム
（The�Academic�Program）
基準５：教員
（Faculty）
基準６：学生
（Students）
基準７：図書館とその
他の情報資源
（Library�and�Other�Information�
Resources）
基準８：物的・技術的
資源
（Physical�and�Technological�
Resources）
基準９：財務資源
（Financial�Resources）
基準10：情報公開
（Public�Disclosure）
基準11：誠実性
（Integrity）

機関的分野
（Institutional�Context）
基準１：使命・到達目標
（Mission�and�Goals）
基準２：計画、資源配
分、組織革新
（Plann i n g , � Re sou r ce�
Allocation,�and�Institutional�
Renewal）
基準３：機関的資源
（Institutional�Resources）
基準４：リーダーシッ
プとガバナンス
（Leade r s h i p � a n d�
Governance）
基準５：事務
（Administration）
基準６：誠実性
（Integrity）
基準７：機関的評価
（Institutional�Assessment）

教育効果
（Educational�Effectiveness）
基準８：学生管理維持
（Student� Admissions�
and�Retention）�
基準９：学生支援
（Student � Suppor t�
Services）
基準10：教員
（Faculty）�
基準11：教育上の貢献
（Educational�Offerings）
基準12：一般教員
（General�Education）
基準13：教育活動の連携
（Related� Educational�
Activities）
基準14：学生の学修成
果評価
（Assessment�of�Student�
Learning）

基準１．使命
（Mission）
基準２．整合性：倫理
的な実施
（Integrity:� Ethical� and�
Responsible�Conduct）
基準３．教育と学習：
質、資源、支援
（Teaching�and�Learning:�
Quality,� Resources,� and�
Support）
基準４．教育と学習：
評価と改善
（Teaching�and�Learning:�
Evaluation�and�Improvement）
基準５．資源、計画、
組織的効果
（Resources,�Planning,�
a nd � I n s t i t u t i o n a l�
Effectiveness）

１章　誠実な方針
（The�Principle�of�Integrity）
1.1�誠実性
２章　核となる要求
（:Core�Requirements）
2.1 学位授与機関
2.2 理事会
2.3 最高経営責任者
2.4 機関的使命
2.5 機関としての有効性
2.6 連続的運営
2.7.1 プログラムの期間
2.7.2 プログラム概要
2.7.3 一般教育
2.7.4 学位のためのコースワーク
2.8 教員組織
2.9 学習資源と支援
2.10 学生支援サービス
2.11.1 財政資源
2.11.2 物的資源
2.12 質の向上計画
３章 : 包括的基準
（Com p r e h e n s i v e�
Standards）
3.1 使命
3.2 ガバナンス、事務
3.3 有効性
3.4 全学教育プログラム
3.5 学士プログラム
3.6 大学院プログラム
3.7 教員
3.8 図書館、その他学
習資源
3.9 学生支援
3.10 財政資源
3.11 物的資源
3.12 法令遵守、ポリ
シーへの説明責任
3.13 他の委員会ポリ
シーへの対応性 .
3.14 委員会の地位表示
４章 : 連邦政府の要求
（Federal�Requirements）
4.1 学生の成績
4.2 カリキュラム
4.3 方針の周知
4.4 プログラムの期間
4.5 学生満足度
4.6 採用材料
4.7 プログラムの責任
4.8 遠隔教育・通信教育
4.9 単位時間の定義

基準１−使命、中核
テーマ、目指す方向
（Mission,�Core�Themes,�
and�Expectations）
基準２−資源と容量
（Resources�and�Capacity）
基準３−計画、履行状況
（ P l a n n i n g � a n d�
Implementation）
基準４−効果と改善
（Effectiveness� and�
Improvement）�
基準５−使命の達成状
況、適合性、永続性
（Mission� Fulfillment,�
A d a p t a t i o n , � a n d�
Sustainability）

基準１：組織及び教育
の目的の明確性
（Defining� Institutional�
Purposes� and� Ensuring�
Educational�Objectives）
基準２：コア機能によ
る教育目的の達成
（Achieving�Educational�
Objectives� Through�
Core�Functions）
基準３：質と継続性を
確保するための資源と
組織的構造
（D e v e l o p i n g � a n d�
Applying� Resources� and�
Organizational�Structures�
to� Ensure� Quality� and�
Sustainability）
基準４：質保証、学習
と改善に必要な仕組み
の確立
（Creating�an�Organization�
Committed� to� Quality�
Assurance,� Institutional�
Learning,�and�Improvement）

評価周期 10年 ５年 10年 原則10年 ３年又は７年 ７～10年間

評価手法

・大学による自己点
検・評価
・ピア・レビュー
・評価後の改善支援

・大学による自己点
検・評価
・評価チームによる評
価（ピア・レビュー）
・周期的な評価結果�

・大学による自己点
検・評価と訪問調査に
よる評価（ピア・レ
ビュー）
・２年に１度の報告・
評価

・大学による自己点
検・評価
・ピア・レビュー（以
下の２種類の評価）
・大学に訪問しない調
査（Off-Site�Review）
・訪問調査（On-Site�
Review）
・運営委員会による再
評価

・大学による自己点
検・評価
・ピア・レビュー（訪
問調査による評価）

・大学による自己点
検・評価
・評価チームによる評
価（ピア・レビュー）

<新規申請大学>
ステージ制（第１ス
テージ：申請書の提
出、第２ステージ：大
学の運営能力の評価、
第３ステージ：教育成
果の評価）
<認証後、再申請大学>
大学に訪問しない調査
（offsite� review）及び
訪問調査

評価体制

・高等教育委員会
（the� Commission� on�
Institutions� of� Higher�
Education）
・評価チーム

・中部高等教育委員会
（M i d d l e � S t a t e s�
Commission�on�Higher�
Education�：MSCHE）
・評価チーム

・評価チーム
・評価委員会
（Commission� Desk�
Review）

・運営委員会
（Comm i s s i o n � o n�
Colleges� Board� of�
Trustees）
・評価チーム

委員会委員
（Commissioners：24
名）

・大学評価委員会
（WASC�Senior�College�and�
University� Commission：
WASCUC）
・評価チーム（３～７
名）

評価結果公表方法
不明 HP掲載

（認定校検索にStatement�
of� Accreditation� Status
を掲載）

HP掲載（認定校検索） 毎年の結果だけを公表 HP掲載（認定校検索） HP掲載（認定校検索）

上部団体等の認証 CHEA、USDE CHEA、USDE CHEA、USDE CHEA、USDE USDE CHEA、USDE

申請大学に向けた評価
概要・準備等の説明・
解説資料（マニュア
ル、ガイドライン、ハ
ンドブック等）

『Becoming�Accredited:�
A� Guide� to� Eligibility,�
Candidacy,� and� Initial�
Accreditation� for�Free-
Standing� Institutions�
Abroad』
（ＨＰ掲載・DL可）

『Becoming�Accredited�
Handbook�for�Applicants�
& � C a n d i d a t e s � f o r�
Accreditation』
（HP掲載・DL可）

『HLC� Pathways� for�
R e a f f i r m a t i o n � o f�
Accredi tat ion� The�
Open�pathway』
（HP掲載・DL可）

『The� Principles� of�
A c c r e d i t a t i o n :�
F o u n d a t i o n s � f o r�
Quality�Enhancement』
（HP掲載・DL可）

『 A c c r e d i t a t i o n�
Handbook』
（HP掲載・DL可）

『How� to � Become�
Accredited
Procedures� Manual�
f o r � E l i g i b i l i t y ,�
P r e a c c r e d i t a t i o n�
（Candidacy）,� and�
Initial� Accreditation�
Approved』
（HP掲載・DL可）
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機関名
New�England�
Association�of�

Schools�and�Colleges�
（NEASC）

Middle�States�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（MSA）�

North�Central�
Association�of�

Colleges�and�Schools�
（NCA）�

Southern�Association�
of�Colleges�and�
Schools�（SACS）�

Northwest�
Commission�on�
Colleges�and�
Universities�
Commission
（NWCCU）

Western�Association�
of�Schools�and�
Colleges�（WASC）

【評価体制に関する情報】

登録方法

①他者からの推薦
②自己推薦

HPによる公募 HPによる公募
・高等教育への従事経
験が５年以上
・修士あるいは修士相
当の学位保持者
・評価機関による認証
を受けている大学に勤
務しているあるいは定
年後2年以内

学長からの推薦 不明 ①学長による推薦
②自己推薦
③副会長からの推薦

登録期間

無期限
（ただし、評価活動に
従事できると判断する
者であり、大学を定年
退職後１年以内である
ことが条件）

不明 ５年間
（ただし、期間終了後
に再登録を依頼する場
合もある）

必要に応じて大学は３
年に１度登録名簿の更
新を行う。定年後は３
年間であれば評価者登
録されている。

不明 無期限

登録評価者数 1,800名 不明 1,900名程度 6,000名程度 不明 2,000名程度

選定方法

データベースに登録さ
れた情報をもとに選定

評 価 者 登 録 ベ ー ス
（ホームページから申
請可）に登録された情
報に基づき、委員会が
選定

応募者の中から大学の
正規雇用教員・職員を
使命

データベースに登録さ
れた情報をもとに選定

不明 データベースに登録さ
れた情報と申請大学の
目的に照らして選定

情報開示
申請大学へ提示 不明 不明 申請大学へ提示 不明 申請大学へ評価者リス

ト及び評価者略歴を提
示

開示時期 評価者選定後 不明 不明 レビュー（訪問調査）
の１～２か月前

不明 評価者選定後

評価チームの人数 ７～10名 不明 不明 ３～10名 不明 ３～７名

評価者の評価システム

評価チームの委員によ
る主査のパフォーマン
ス評価（評価終了後）

不明 不明 ３年に１度評価者登録
名簿を見直す際に、評
価活動への参加度など
を評価

・申請大学による自己
点検・評価
・評価、

訪問調査に副会長が半
日～１日同行し、評価
者の評価態度、理解
度、インタビューの適
切性などを３段階で評
価。
評価した結果は、評価
者登録データベースに
コメントとともに記録
される。

謝金 なし 不明 不明 $100（USD）＋旅費 不明 なし
【評価者研修に関する情報】

2014年
評価者研修の日程

非公開 主査・評価者ワーク
ショップ
2014年9月29日～30日
（招待者のみ参加可）

①2014年6月9日～11日
於・Q� Center� in� St.�
Charles,�Illinois.�
②2014年10月1日～3日
於・Q� Center� in� St.�
Charles,�Illinois.��

日程は非公開
※ ３ 種 類 の 研 修 モ
ジュールを公開
① Finance� Training�
Module
② I n s t i t u t i o n a l�
Effectiveness�Training�
Module�
③ Student� Services�
Training�Module

①2014年9月23日
於・Doubletree� Hotel�
a n d � C o n f e r e n c e�
Center
Seatac,�Washington
②2014年11月4日
於・Doubletree� Hotel�
a n d � C o n f e r e n c e�
Center
Seatac,�Washington
（いずれも招待者のみ
参加可）

①2014年5月9日8時 ～
16時（workshop）
②2014年5月16日 -8時
～18時（workshop）
③2014年5月22日10時
～12時（webinar）
④2014年5月29日10時
～12時（webinar）
（いずれも招待者のみ
参加可）

実施時期

学期ごと webinar 研修は毎月３
回程度開催（ホーム
ページ情報）

不明
※2015年度について
は、10月にシカゴで新
任評価者を対象とした
研修を実施予定

不定期 不定期 毎年５月、12月
（2014年～）

実施回数・日数等

１回につき２日間 一般研修はwebinar で
22回（2015年 １ 月 ～
９月）
※１回１時間
主査研修は年１回

不明 年間９日間（１回60
分）

不明 対面２回、ウェブ２回

レベル別
全体向けの研修と主査
対象の研修の２種類

一般向けwebinar のほ
か、主査研修を別途実
施

不明
（新任対象研修は行わ
れている）

経験、職階別で実施 不明 新任者のみ評価者セミ
ナー冒頭にて会合あり

資格制度
なし 不明 評価者研修の修了を

もって、評価チーム構
成員として正式に任命
される

対面式ワークショップ
への参加をもって認定
としている

不明 なし

ワークショップ

評価に関する説明、小
規模のグループ・エク
ササイズ、評価者とし
て経験者とのディス
カッション

不明 不明 講義に加えて、ワーク
ショップ、実例に基づ
くケーススタディを実
施

不明 レクチャー内に６つ程
度の架空のケースステ
ディ、グループディス
カッションを実施

評価者研修における
ウェブサイトの活用

なし 有り
（ホームページにwebinar
イベントとして評価者研
修があがっている）

不明 2014年秋から e-learning
形式のインターネット研
修を開始予定

不明 ライブ中継でウェブ専
用評価者セミナーを開
催（２回）
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海外の評価機関における 
評価者研修に関する調査

（イギリス：The Quality Assurance Agency for Higher Education, shortly QAA）

すること、また、高等教育機関の教育システムの改善
に資することである。
「高等教育評価」は、特定の教育プログラムを評価

するものではなく、高等教育機関全体を対象とするも
のであり、日本で実施されている機関別認証評価に近
い形態をとっている。評価の内容については、大きく
コア要素とテーマ別要素に分かれている。コア要素に
おいて、評価の対象となる高等教育機関はイギリスの
全ての高等教育機関に求められる質について定めた
Quality�Code� in�Higher�Education５（以下、QC）と
の適合性が判定される。テーマ別要素は適合性の判定
には関わるものではないが、高等教育の発展に資する
と思われる内容について、評価するものである６。な
お、テーマ別要素は、QAA 自身が社会や高等教育界
の状況やトレンドにしたがって、定期的に変更するも
のであり、また、全ての高等教育機関が同じテーマに
沿って評価されるものでもない。

したがって、評価は主に上記に挙げたコア要素に
沿って実施されることになる。評価の判定は、QC に
記された３つのパートに関して、個別に判断するとと
もに、QC 全体に関する充足状況を総合的に判断した
うえで下される。QC の３パートは次のとおりである。

Part�A：�高等教育機関としての基準（水準）を備
え、維持していること。

Part�B：�高等教育機関としての質を保証し、向上さ
せていること。

Part�C：�高等教育を供与することに関する情報（つ

１．QAA について

The� Quality� Assurance� in� Higher� Education（以
下、QAA）は1997年に、イギリスにおける高等教育
の質の維持・向上を目的に設立された。元々は国の機
関であった Higher� Education� Council の機能とス
タッフを移管し、国あるいは特定の高等教育団体から
も独立した自律的・自立的な団体である。本部はグロ
スターであり、その他にスコットランドのグラスゴー
やロンドンなどイギリス各地に事務所が点在してい
る。スタッフは約160名である。

QAA は、イギリス国内の全ての国・公立の高等教
育機関と私立の高等教育機関の一部を会員とし、財政
は主に会費で運営されている。加えて、政府や財団な
どのパブリックセクターからの財政的なバックアップ
も行われている１。

２．QAA の評価事業について２

QAA の実施する評価事業は、対象となる高等教育
機関の種類や地域、評価の対象となる内容に応じて多
岐にわたっている３。今回は、2013年度よりイングラ
ンド及び北アイルランド地域の高等教育機関を対象と
して実施している「高等教育評価（Higher�Education�
Review）」に関する調査を行った。
「高等教育評価」（Higher� Education� Review４）の

目的は、高等教育機関がその役割を担うものとして求
められる期待値（UK� expectation という）に見合う
ものであるか否かを学生及び社会に、広く周知・公表

市　川　一　茂
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系職員
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まり、学生に学ぶ機会を適切に提供している
こと、及び適切な情報を提供していること）。

Part� A においては、高等教育機関に求められる水
準に関わるものであり、本協会が主張するところの

「質の維持」に対応する評価が行われている。判定は
３つのレベルで行われ、「UK の期待値に適合してい
る」「UK の期待値に適合するためには改善を要する」
及び「UK の期待値に適合していない」となる。

Part� B、Part� C に関しては、４つのレベルで判定
が行われる。つまり、「推奨できる」「UK の期待値に
適合している」「UK の期待値に適合するためには改
善を要する」及び「UK の期待値に適合していない」
となり、Part� B は「質の向上」を企図するものであ
る。なお、QC は定期的にアップデートされている（筆
者が確認したところ、変更の内容は定かではないもの
の、かなり頻繁に改定が行われていると思われる７）。

上記の判定を行うにあたって、QAA は QC をブレー
クダウンした Expectation を定めている。Expectation は

【Standard】【Quality】【Information� about� higher�
education� provision】【Enhancement】の４つに区分さ

れ、それぞれに複数の求められる要素が列挙されてい
る。また、QC との関連を明確にするため、QC のどの内
容に該当する要素であるのかを併記する形で示されてい
る８。なお、評価にあたっては、前述した Expectation の
全ての要素を充たすことを求められるわけではなく、QC
との適合性を総合的に判定されることとなる。また、イギ
リスの高等教育機関の多様性に鑑みると９、Expectation
の要素は全ての機関に当てはまるとは限らない。
「高等教育評価」は、前回の評価における判定に応

じて評価を受ける周期が決められている10。大まかに
区別すると次の２つに分けられる。

①　�QAA の評価を過去２回以上合格していて、今
回も合格した場合は、６年周期で評価を実施する。

②　�QAA の評価の合格が過去２回未満であるか、
今回の評価に合格しなかった場合は、４年周期
で評価を実施する。

次に評価プロセスについて詳述する。「高等教育評価」
は書面評価と実地調査で行われ、書面評価は、高等教育
機関が提出する自己評価書（self� evaluation）とその根拠
資料、学生団体の代表からのレポートを用いて実施される。

評価の大まかなスケジュールは以下のとおり11。

作業時期 活動内容
約52週前 ・QAAより実地調査の日程を通知

・申請機関はオンライン上で評価の手続き等の情報を確認
約40週前 ・QAAは申請機関に評価チームの構成と評価担当事務局の氏名を通知

・申請機関は、ファシリテーターと学生代表を指名
約26週前 ・QAAは機関側ファシリテーターと学生代表に評価に関するブリーフィングを実施
16週前 ・QAA事務局と申請機関との事前ミーティング
12週前 ・申請機関は自己評価書とそれを裏づける根拠資料をQAAの電子フォルダーにアップロード

・学生代表は学生申告書をアップロード
・評価チームは書面評価を開始

９週前 ・QAA事務局は申請機関に追加の根拠資料の提供を依頼
６週前 ・（必要に応じて）申請機関は追加の根拠資料をアップロード
４週前 ・評価チームは、書面評価の審議及び実地調査の期間、プログラムの合意を目的にミーティングを実施
４週前 ・QAA事務局は申請機関に次の点について、通知

　─実地調査の期間
　─評価チームの主要な論点
　─評価チームが面談を希望する人物
　─さらに追加を依頼したい根拠資料

当日 実地調査※
※実地調査の期間は評価チームによって決定される。期間を決定する基準は以下のとおり。
　１～３日→�自己評価書と根拠資料から十分に情報が収集でき、かつ、QAAを除くその他の外部評価において十分に評価が行

われていることが確認できる場合
　３～４日→�自己評価書と根拠資料から情報が十分に収集でき、かつ、その他の外部評価を受けているものの、さらなる情報の

収集が必要と判断される場合
　４～５日→�自己評価書と根拠資料から十分に情報を得られず、機関の質を維持する十分な方策がとられていない、かつ（また

は）、その他の外部評価を受けて十分に対応をしていないと判断される場合
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・実地調査後のスケジュールは以下のとおり

なお、評価結果において、「UK の期待値に適合す
るためには改善を要する」及び「UK の期待値に適合
していない」と判定された場合は、以下のプロセスを
要する。
・「UK の期待値に適合するためには改善を要する」

と判定された場合
→評価結果公表後、１年以内に問題とされた事項に

関するアクションプランと progress� report を提
出する。アクションプランは通常のプロセスのも
のよりも詳細なものが要求される。

→評価チームによる再評価が行われる（場合によっ
て、実地調査も行われる）。

→再評価の結果、評価チームが評価結果の変更を提
起した場合、QAA 事務局は理事会に対して評価
結果を変更する旨の推薦を行う。理事会の承認が
得られれば、「UK の期待値に適合している」へ
と評価結果が変更される。

→変更が叶わなかった場合は、「UK の期待値に適
合していない」とされたときと同様の手続きに進む。

・「UK の期待値に適合していない」と判定された場合
→評価結果公表後、１年以内に問題とされた事項に

関するアクションプランと progress� report を提
出する。アクションプランは通常のプロセスのも
のよりも詳細なものが要求されるほか、「適合し
ていない」との判断を受けた原因となる質保証の
体制、プロセスや方針の問題点を究明し、それを
どのように改善していくかについての内容を含ま
なければならない。

→再評価の結果、評価チームが評価結果の変更を提
起した場合、QAA 事務局は理事会に対して評価
結果を変更する旨の推薦を行う。理事会の承認が
得られれば、「UK の期待値に適合している」へ
と評価結果が変更される。

→変更がなされなかった場合、HEFCE は unsatisfactory�
quality� policy13を適用することになる。このポリ
シーには高等教育機関への補助金の削減・停止を
含んでいる。

以上の評価プロセスに携わる評価チームは評価の対
象となる高等教育機関ごとに、機関の規模によって２
～６名で構成される。評価チームには少なくとも１名
の（元）教員と１名の学生評価者を含むことになって
いる。規模の大きいチームには、特定分野の専門家を
含む場合もある。評価者のうち、学生評価者は、学生
の代表として高等教育の基準や質のマネジメントに参
画したことのある学生、ないし sabbatical� officer14か
ら選出される。なお、評価チームには QAA の職員１
名が評価実務をサポートする。

評価チームのメンバーは、１つのチームに所属する
わけではなく、複数の機関を同時に評価する場合がある。

３．QAA の評価者について

評価者トレーニングを話題にする前に、前述の評価
チームに所属する評価者の選定方法について説明す
る。QAA は、あらかじめ大学や学生団体から推薦を
受けた評価者をデータベースに登録し、その中から評
価チームの編成を行う。なお、評価者は有償である。

作業期間 活動内容
実地調査２週間後 ・QAA事務局は、申請機関に実地調査の所感を記した文書を送付（コピーはHEFCE12などにも送付）
６週間後 ・QAAは、評価レポートの草稿を申請機関と学生代表に送付
９週間後 ・申請機関と学生代表は事実誤認の有無を連絡
12週間後 ・QAAによる評価結果の公表とプレスリリース
16週後 ・評価結果において、「UKの期待値に適合していない」との判定を受けた場合の異議申立の〆切
22週間後 ・申請機関は自身のウェブサイトにアクションプランを提示※
※�アクションプランの提示がない、あるいは十分に検討されていないアクションプランが提示された場合は、QAAによる更な
る調査が実施される可能性がある。
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評価チームのメンバーの属性は、大学の現役スタッ
フ、大学の元スタッフ及び学生の３つに大別され、評
価者データベースへの登録方法や求められる資格（能
力）要件等が異なる。まず、登録方法については、以
下のとおりである。

イ．�大学の現役スタッフは、大学からの推薦を受
け、かつ、大学側は QAA の評価プロセスへ参
加するスタッフに対して十分なサポートを請け
負わなければならない。したがって、現役スタッ
フは自薦することはできない。

ロ．�大学の元スタッフは自薦によって評価者として
登録することができる。その際、QAA が示す
資格（能力）要件に加え、QAA の評価活動以外に
大学の質保証に関する役割（大学の顧問、相談
役、理事）を担っている者でなければならない。

ハ．�学生評価者は、大学あるいは公認の学生団体に
よる推薦、あるいは自薦によって登録すること
ができる。学生評価者は現役の学生であるか、
学生団体によって選出された sabbatical� officer
でなければならない。ただし、登録期間中に卒
業したとしても、２年間は学生評価者を継続す
ることができる。

次に、評価者に求められる資格（能力）要件を評価
者の種別ごとに整理したものが下表である。15

以上の選定方法や基準に従いつつ、評価者の選定と
チームの編成にあたっては、できる限り、評価チーム
を多様性を持って構成するとともに、学問分野、地
理、ジェンダーや人種のバランスに配慮しながら、選
定を行うこととしている。また、評価者データベース
の登録者は、「高等教育評価」の評価手法や手続きを
理解するために、トレーニングを受けることになる。
トレーニングを修了し、QAA が適当と判断した登録
者のみが評価者に任命される。

評価者登録の期間は２年間であり、大学のスタッフ
評価者及び学生評価者に関する情報については、
QAA のホームページ上において、「氏名」「所属機関」

「学位」「評価での役割」「過去の評価業務の実績」等
を公開している16。また、評価チームの情報に関して
も、評価対象機関に対して、評価者の氏名や役職、所
属先をあらかじめ通知している。なお、評価者の推薦
登録調書には、氏名、所属機関、アドレス、専門分野、
言語能力、大学の質保証等に関わった経験など評価実
務を行う上での基本的な情報に加えて、上記で示した
評価者に求められる資格（能力）要件を満たしている
ことを証明させる項目を設けている。

これまで述べてきたように、「高等教育評価」にお
ける評価者は推薦・登録から評価者トレーニングとい
う一連のプロセスの中で厳正に選考されたうえで評価
に携わることになる。そして、評価を終えた後には評
価者に対して、評価全体を通じたアンケートが実施さ

大学の現役スタッフ評価者 大学の元スタッフ評価者 学生評価者

求
め
ら
れ
る
資
格
・
能
力

機関あるいは学部レベルにおいてアカデミック・サポートの豊かな経験を有する
とともに、高等教育の水準や質の保証を担う職務を果たした経験のある者

学生の代表の立場で、高等教育の水準
や質の保証にかかわる職務を果たした
経験のある者

所属機関あるいは他の機関において、
定期的な評価プロセスの中で議長や委
員会メンバー、評価者などの役割を
担った経験のある者

高等教育セクターの多様性や、質の保
証、向上のための活動に関して、一般
的な理解を有している者

所属機関あるいは他の機関において、
プログラム評価に関わった経験のある
者
オーラル、ライティング・コミュニケーションスキルに優れている者
パソコンやインターネットでのコミュニケーションに支障のない程度のスキルを有する者
評価チームの一員として職務を円滑に遂行できる者
議事進行、手続きに従い、〆切を厳守できる者



− 145 −

海外の評価機関における評価者研修に関する調査�

れるが、その中には QAA の評価活動に関する評価と
ともに、評価者自身の自己評価、評価チームに対する
評価、QAA 事務局に対する評価などの項目が設けら
れている。集計されたアンケート結果は匿名性に配慮
しつつ、個々の評価者に対してフィードバックが行わ
れる。同時に、評価チームを担当した QAA の職員か
らも各評価者へフィードバックがなされる。具体的に
は、特によい評価を得た評価者は、評価者トレーニン
グに講師として招かれ、他の評価者にも周知される。
よくない評価がなされた評価者には、その内容に応じ
て、追加のサポートがなされ、不適格と判断されれば、
評価者登録から除外されるなどの措置がとられる。

以上のような評価者に対する措置を見る限り、優秀
な評価者を確保するための仕組みが構築されているこ
とがうかがえるが、評価者の社会的な認知度や評価に
対しては十分な調査が行われていないようである。評
価の経験が、評価者の後のキャリアアップにつながっ
たというエピソードがあることはうかがえるものの、
評価者のステータスが確固としたものになっているか
というと現時点では判断が難しい。

４．QAA の評価者トレーニングについて17

評価者トレーニングへの参加・見学が叶わなかった
ため、本項目ではトレーニングの実態を報告するので
はなく、その全体像、システムや基本的な考え方につ
いて説明する。

評価者トレーニングは QAA が定め、公表している
「評価者及び評価ファシリテーター18のための研修及
び資質向上に関する方針」（Training�and�development�
policy� for� review� team� members� and� review�
facilitators）19に基づいて実施されている。本方針に
は、QAA が行うトレーニングの基本的な考え方に加
え、評価者とファシリテーターが QAA に求めること
ができる事項、トレーニングを通じて修得できる能力
等が示されている。

例えば、「時間を有効に使うことで、参加のしやす
いものとする」「最新の法令等に即したトレーニング
を行う」といった一般的な内容から、「ジェンダー、
年齢、人種や障がいに関わらず、全ての参加者が全て

のトレーニング・メニューに参加できるよう配慮す
る」などが示されている。注目すべき点は本方針の中
には、「評価者とファシリテーターは、QAA に対し
て何を求めることができるか」「QAA のトレーニン
グを修了することで期待できる能力」を定めているこ
とである。前者については、「QAA の活動、使命、
基準及び価値について説明を求めること」「評価を実
施する、あるいは評価活動を促進するために必要な専
門的技能を身に付けるための研修を求めること」など
を定め、QAA が評価者やファシリテーターに対して
負うべき責任を明確にしている。後者については、「評
価チームのメンバーに、そのパフォーマンスについて
フィードバックし、更なる向上に向けて、必要に応じ
て助言ができる」「新しい評価手法が導入されたと
き、過去の評価者トレーニングや評価の経験を通じ
て、学び直すことができる」などを示し、評価者ト
レーニング自体が負うべき責任と到達目標を設定して
いる。このような方針の設定は、QAA が評価者トレー
ニングを評価活動における重要なファクターと位置づ
け、それを継続的に発展させていくことが評価活動自
体の向上につながると考えていることの表れといえる。

上記の方針に基づき、評価者トレーニングは年に２
回、３日間のスケジュールで実施されており20、プロ
グラムの大半はワークショップやロールプレイ形式の
実践型、体験型の研修に費やされる。評価者トレーニ
ングへの参加は初任者を除き強制ではないが、同時に
annual� reviewer� conference21が開催されるため、全
ての登録された評価者に対してトレーニングの機会が
開かれている。

QAA の評価者トレーニングは年によって行われる
内容は異なっているものの、３日間のプログラムに
よって、「高等教育評価」のプロセスにおける主要な
イベントを実践形式で追体験することに主眼が置かれ
ている。年にかかわらず共通して行われているものと
して、模擬の自己評価書を用いた評価書の読み方に関
するワークショップ、評価チームによる第一回目の模
擬ミーティング、実地訪問における大学スタッフや学
生とのインタビューのロールプレイ、実地訪問後の評
価チームによる評価の決定のロールプレイなどが挙げ
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られる。少し古い例になるが、同トレーニングに参加し
た経験のある日本の大学教員による報告によれば22、
おおむね次のようなプログラムで実施されていた。

プログラム
・1999年９月22～24日　グリムストックホテル、バー

ミンガム�
１日目
→１．�評 価 の 目 的 と 内 容 に 関 す る 説 明（QAA�

associate�Director による）
　２．�模擬の自己評価書による、評価書の読み方に関

する研修
　３．�６つの評価項目に関するエビデンス収集と評価

に関する研修�
　４．�カリキュラムデザイン・内容・組織に関する評

価項目に関する研修
　５．�授業見学とそれに関する討議を通じた評価の研修
２日目
→６．�５．のインタビューをロールプレイ方式にて体

験する研修
　７．�実地訪問でのミーティングとインタビューの

ロールプレイ
　８．�７．の内容をミーティングにおいて整理する研修
　９．�評価報告書の執筆にかかる研修
３日目
→10．�評価結果の確定とその概要を伝えるミーティン

グに関する研修
　11．�まとめ

また、本協会が2005年に実施した「評価者研修につ
いての国際ワークショップ」においても、QAA で実施
される評価者トレーニングの例が挙げられている23。こ
ちらでも、当時の評価システムである「機関監査」

（Institutional�Audit）の評価プロセスを追体験するプ
ログラムが示されている。上記の例と比べると、
student� work の分析や評価に関するワークショップ
に多くの時間が割り当てられており、評価システムの
変更や改善に合わせて、評価者トレーニングの内容の
充実が図られている。いずれにしても、QAA がワー

クショップやロールプレイを主軸にした評価者トレー
ニングを堅持していることは注目しておくべきであろ
う。なお、トレーニングに対する certificate 制の導入
は行われていない。

評価者トレーニング終了後、参加者に対してアン
ケートが実施される。アンケート項目は３つに大別さ
れ、１つ目は事前課題に関すること、２つ目に当日の
研修プログラムに関すること、最後に全体を通じて感
じたことを設問している。評価者トレーニングに関す
る検証は一定期間ごとに、あるいは評価方法やシステ
ムの大幅な変更が実施されたときに行われる。ただ
し、小さな変更はアンケート等における参加者の意見
を受けて、随時行われている。

５．所感と課題認識

以上のように、QAA の評価システムから評価者の
選定、評価者トレーニングの状況を俯瞰してきたとこ
ろ、本協会の大学評価システムにおいていくつかの課
題が見えてきたように思われる。今回の QAA の調査
では、現地調査を欠くこととなり、資料による文献調
査が主体となったが、QAA は評価基準から、評価者
の選定方法や基準、評価者トレーニングの状況に至る
まで多くの資料を公表しており、資料の調査のみで
あっても非常に有意義な情報を得られたように思う。

まずは、QAA の評価者の選定と公表の方法に示唆
があった。評価者を選定する基準は、本協会において
も、大学に推薦を依頼する際に必要最低限の基準を大
学に示している。その内容は、QAA が提示している
推薦基準と比べても大きく変わることはない。しか
し、QAA では、申請機関用のハンドブックにこの基
準が明示されており、このことの意義が大きいように
思われる。また、評価者の情報もホームページで積極
的に公表されている。本協会では、評価者のステータ
スの向上に関する議論がなされて久しいが、それに向
けた具体的な取り組みはほとんどなされていない。評
価者のステータス向上の端緒として、評価者に関する
情報を社会に公開していくことを検討すべきだろう。

次に、評価者トレーニングについて、QAA におい
ては、いわゆる「評価者研修に関するポリシー」が制
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定されていることが注目される。本協会が評価者ト
レーニングを評価活動における最も重要なモメントと
位置づけるならば、評価者トレーニングで評価者にど
んな能力を身に付けさせたいのか、本協会がどのよう
な責任を負うのかを明確にした基本方針を定めること
は非常に有意義であると思われる。仮に、本協会が

「評価者研修に関するポリシー」を持つことになれ
ば、この方針に基づいて年度ごとの評価者トレーニン
グを検証することができる。また、ポリシーを検討す
る過程は、本協会がどのような評価者を求め、どのよ
うな評価を追求していくつもりなのかを見つめ直す契
機となるだろう。

【注】
１ http://www.qaa.ac.uk/about-us（2014年12月９日確認）
２ 以下の説明は、主に Higher Education Review A 

handbook for providers,�2013（以下、ハンドブック
とする）による。

３ http://www.qaa.ac.uk/reviews-and-reports/how-
we-review-higher-education�（2014年12月９日確認）

４ 従来の Institutional� audit を発展させたもので、
2013年より新しく実施されている。

５ http://www.qaa.ac.uk/assuring-standards-and-
quality/the-quality-code（2014年12月９日確認）

６ たとえば、2013～2015年のテーマ別要素として、「質
の保証・向上における学生の関与」「学生の職業訓
練（キャリア支援）」が挙げられている。http://
www.qaa.ac.uk/en/Publications/Documents/
higher-education-review-themes.pdf（2014年12月９
日確認）

７ ht tp : //www.qaa . a c . uk/en/Pub l i c a t i ons/
Documents/Quality-Code-Part-A.� pdf（12月９日確
認）。少なくとも2013、2014年と続けて大きく改定
された形跡がある。

８ ハンドブック34～41頁
９ たとえば、学位授与権を持つ機関と持たない機関、

あるいは海外に母体を持つ機関など
10 高等教育評価は実施から間もない評価システムで

あり、従来の複数の評価システムを統合して成立し

たものなので、一概に「前回の判定」といっても、そ
の判定基準やレベルが異なることを付言しておく。

11 以下のスケジュールはハンドブック12、21頁から
の抜粋である。

12 Higher�Education�Funding�Council�for�England
13 http://www.hefce.ac.uk/pubs/year/2013/201330/

name,83598,en.html（2014年12月９日確認）
14 学生団体から選出されるフルタイムの大学職員を

指す。通常、学生団体の役員から選出される。
15 ハンドブック54～55頁
16 http://www.qaa.ac.uk/reviews-and-reports/our-

reviewers/reviewer-database（2014年12月９日確認）
17 QAA の評価者トレーニングについては、ヨーロッ

パ高等教育質保証協会（ENQA）による QAA に対
するパネルレポート（2013年）においても、プログ
ラムの充実度や手法等がグットプラクティスとして
評価されている。この点を鑑みても、今回の調査で
評価者トレーニングへの参加が叶わなかったことは
残念でならない。今後の本協会の評価者トレーニン
グの充実を考えれば、この QAA の評価者トレーニ
ングの実態を学ぶことが望ましいだろう。

　http://www.enqa.eu/wp-content/uploads/2014/01/
QAA-review-report-FIN2.pdf（2014年12月９日確認）

18 ファシリテーターとは、評価対象機関に所属し、
QAA 事務局と連携して評価の円滑な遂行を支援す
るとともに、評価者に必要な情報を与える役割を担
う者をさす（ハンドブック７頁）。本協会の大学評
価における大学側の担当者にあたる役割と思われる
が、その役割はより広範で専門的であり、評価プロ
セスにおいて相当の責任を担うものと推察される。

19 http://www.qaa.ac.uk/en/AboutUs/Pages/
Training-and-development-reviewers.� aspx（2014年
12月９日確認）

20 2014年には、６、９月にそれぞれ３日間開催され
ている。

21 評価者が自らの評価に関する知識や技能を向上さ
せる機会を提供し、QAA の評価事業の発展を目指
すことを目的に2013年に第１回のカンファレンスが
開かれた。QAA の事業報告書（Annual� report� to�
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HEFCE（2012-13））によれば、ウォーリック大学
で開催され、約220名の評価者が参加している。ま
た、ゲストスピーカーとしてウォーリック大学を含
む複数の大学及び学生団体の代表者が招かれ、討議
が行われた。

　http://www.qaa.ac.uk/en/Publications/Documents/
Annual-report-to-HEFCE-2012-13.pdf（2014年12月
９日確認）

22 岡田益男「英国教育評価研修体験記─教育評価の
スピリッツをみた─」『IDE- 現代の高等教育』2000
年４月号、2000年。

23 『評価者研修についての国際ワークショップ報告
書』財団法人大学基準協会、2005年。

【参考文献】
岡田益男「英国教育評価研修体験記─教育評価のスピ

リッツをみた─」『IDE- 現代の高等教育』2000年４
月号、2000年。

財団法人大学基準協会『評価者研修についての国際
ワークショップ報告書』2005年。

The�European�Association�for�Quality�Assurance�in�
Higher�Education,�Report of the Panel appointed to 
undertake a review of the UK Quality Assurance 

Agency（QAA）for the purposes of renewal of full 
membership of the European Association for 
Quality Assurance in Higher Education （ENQA）,�
2013.

　（http://www.enqa.eu/wp-content/uploads/2014/01/
QAA-review-report-FIN2.pdf,�2014年12月９日確認）

The� Quality� Assurance� Agency� for� Higher�
Education,�Higher Education Review A handbook 
for providers,�2013.

　（http://www.qaa.ac.uk/en/Publications/Documents/
HER-handbook-13.pdf,�2014年12月９日確認）

The� Quality� Assurance� Agency� for� Higher�
Education,� Higher Education Review（Plus）A 
handbook for alternative providers undergoing 
review in 2014-15,�2014.

　（http://www.qaa.ac.uk/en/Publications/Documents/
HER-Plus-handbook-14.pdf,�2014年12月９日確認）

The� Quality� Assurance� Agency� for� Higher�
Education,� The UK Quality Code for Higher 
Education,�2014.

　（http://www.qaa.ac.uk/assuring-standards-and-
quality/the-quality-code,�2014年12月９日確認）
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２．高等教育に関する法令

中華民国教育部３のホームページ４においては、
2014年７月現在、高等教育に関する法令として、現行
の116件の法令（法律：４件、命令：39件、行政規則：
73件）が掲載されるとともに、司法院大法官会議の解
釈５５件及び司法院の解釈に則した原則１件が存して
いる６。

以下においては、主として高等教育制度の概要及び
その評価制度に関する法令を取り上げつつ、その規定
内容について略述することとする。なお、取り上げる
法令及びインターネット上の情報については、いずれ
も2014年７月末日時点のものである。

2.1　法律
2.1.1　大學法

大學法（以下、「大学法」という。）は、大学に関し
て大綱的に規定された法律であり７、全６章42条から
構成されている。本法においては、第１条第１項で

「大学は、学術研究により、人材を養成し、文化を進
展させ、社会に奉仕し、もって国家の発展を促進させ
ることを目的とする。」と規定し、同第２項で「大学
は、学問の自由を受けており、法律の規定する範囲に
おいて、自治権を享有する。」と規定されている。ま
た、本法第２条においては、「本法にいう大学とは、
本法により設置され、かつ、学士以上の学位を授与す
る高等教育機関のこととする。」と規定されている。

そして、台湾（中華民国）の高等教育の評価に関し

１．はじめに

本稿は、台湾（中華民国）の高等教育に関する法令
について概説し、もって財團法人高等教育評鑑中心基
金會（HEEACT:� Higher� Education� Evaluation� and�
Accreditation�Council�of�Taiwan）及び台灣評鑑協會

（TWAEA:� Taiwan� Assessment� and� Evaluation�
Association）の行う評価活動等の理解の一助とする
ことを目的とするものである。

台湾（中華民国）の法体系については、鈴木（2012：
p.293）によれば、「清治時期（伝統中国法）→日治時
期（日本法）→中華民国時期（旧中国法）→多元的継
受期（日本法、ドイツ法、アメリカ法）→独自発展時
期という経路を辿り、これまで４回の異なる法継受の
歴史を経験してきた」こととされ、「現代台湾法には
多元的要素が重畳的に重なった複雑な混合体＝法のク
レオール creole が生じている」ものと指摘されてい
る。確かに、台湾の法体系について比較法学的に特徴
を挙げるならば、上記のような内容となるだろうが、
成文法を法体系の中心としている点などからすれば、
大陸法系の本邦の法体系と大差ないものと理解して差
支えないだろう。

台湾（中華民国）の法令については、最高法規であ
る中華民国憲法及び中華民国憲法增修條文、並びに法
律及び命令が存しており、主として３つの階層からな
る。また、命令については、法規命令１（単に命令と
も呼ばれる。）と行政規則２とに分けることもできる。

小　田　　　格
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系職員
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ては、まず、本法第５条１項において、「大学は、教
育、研究、サービス、学生指導、学校行政、学生参加
その他の事項に対して、定期的に自己評価を実施しな
ければならない。その評価に係る規定は、各大学の定
めるところによる。」と規定し、各大学に対して自己
評価の実施が義務付けられている。また、同条第２項
においては、「教育部は、各大学の発展を促進するた
めに、評価委員会を組織し、又は学術団体若しくは評
価機関に委託して、定期的に大学評価を実施し、か
つ、その結果を公表することにより、政府による教育
経費補助及び学校調整発展規模の参考としなければな
らない。その評価の方法については、教育部の定める
ところによる。」とされており、大学外部からの評価
を実施することが制度として規定されている。

2.1.2　學位授予法
學位授予法は、学位の名称やその授与条件などにつ

いて規定した法律であり、全17条から構成される。内
容からするならば、概ね本邦の文部科学省令の学位規
則に該当する法令と解して差支えないだろう。

本法第１条においては、「学位の授与については、
本法の規定による。」と定められており、同第２条第
１項においては、「学位は、副学士、学士、修士、博
士の４級に分けるものとする。副学士の学位は、専科
学校が授与し、大学もこれを授与することができる。
学士、修士、博士の学位は、大学が授与する。」と規
定している。また、同第２項は、「前項の各級、各類
の学位の名称は、各校がこれを定め、教育部に報告
し、審査に備えるものとする。」と規定している。

本邦との相違点としては、専科学校８を卒業した者
に授与される副学士が学位として規定されており、高
等専門学校を卒業したものが称することができる称号
の準学士の取扱いが異なることなどが挙げられよう。

2.1.3　空中大學設置條例
空中大學設置條例は、遠隔教育による大学の設置に

関する法律であり、全27条から構成される。
なお、台湾（中華民国）においては、新北市に國立

空中大学９が存しており、テレビ、ラジオ、インター

ネットなどによる遠隔教育が実施されている。

2.1.4　國立大學校院校務基金設置條例
國立大學校院校務基金設置條例は、第１条第１項に

おいて「国立大学の校院校務基金の設置、収支、保管
及び運用は、本条例の定めるところによる。」と規定
しており、国立大学の財務に関する諸事項について定
められた法律である。

2.2　法規命令
2.2.1�　專科以上學校及其分校分部專科部高職部設立

變更停辦辦法
專科以上學校及其分校分部專科部高職部設立變更停

辦辦法（以下、「設立変更停弁弁法」という。）は、大
学法、専科学校法及び私立学校法の各関係規定に基づ
き、教育部が定めた命令であり、全５章48条から構成
される。内容としては、専科以上の高等教育機関の設
置・変更10・廃止に関する諸事項を規定したものであ
る。章立ては、「第１章　総則」、「第２章　設置」、「第
３章　変更」、「第４章　廃止」及び「第５章　附則」
となっており、このうち「第２章　設置」が４節18条
を占め、当該弁法の中心をなしている。

大学の設置に関しては、本命令第９条が基準とし
て、校地、校舎、設備、教員及び私立大学の設置経費・
基金について規定している。また、これらの各項目に
ついては、後述する專科以上學校總量發展規模與資源
條件標準及び同別表において、より詳細な規定がなさ
れている。

2.2.2　專科以上學校總量發展規模與資源條件標準
專科以上學校總量發展規模與資源條件標準（以下、

「条件標準」という。）は、大学法第12条及び専科学校
法第10条第２項に基づき、教育部が定めた命令であ
り、全14条及び８点の別表から構成される。内容とし
ては、専科以上の高等教育機関の設置に関する数値基
準等を規定したものであり、上記の設立変更停弁弁法
と本命令とを合わせて、本邦の大学設置基準その他の
設置基準に相当するものと見做すことができる。

なお、各別表の概要に関しては、別表１が学生と教
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員の比率、別表２が教員構成、別表３がプログラムの
新設に係る条件、別表４が博士課程の新設に係る学術
的条件11、別表５が大学院、学部等の組織ごとに必要
とされる専任教員数、別表６が各学制における定員の
補正に係る計算式12、別表７が校舎面積、別表８が学
制ごとの定員の上限について、それぞれ規定するもの
である。

2.2.3　大學法施行細則
大學法施行細則は、大学法第41条に基づき、教育部

が定めた命令であり、全28条から構成される。内容と
しては、大学法の施行細則であり、本邦における学校
教育法施行規則に該当する法令ということができる。

同法においては、第27条が評価に関係する規定とし
て挙げられる。すなわち、同法第27条第１項は、「大
学は、大学法第39条に規定される自主的な校務に関す
る情報公開を行うため、校務情報の公開に係る事項、
方法及び国民からの情報公開申請・提供に係るプロセ
スを定め、かつ、ホームページにおいて校務の情報公
開に関する専用のエリアを設けなければならないとと
もに、指定の単位又は専任者により、校務情報の定期
的な更新及び管理を行うものとする。」と規定し、大
学に対して情報公開を義務付けるとともに、同第２項
では、公開すべき情報の範囲について「前項にいう校
務情報とは、基本的な数値及び動向、教学の特色及び
発展のビジョン、業績・成果及び各種の評価結果、卒
業生の進路及び学生活動、財務情報及び授業料・諸費
用、各種就学補助の情報その他の事項を含むものとす
る。」と規定している（下線は筆者による。）。

なお、実際に台湾の各大学のホームページを見る
と、「校務及財務資訊公開專區（校務及び財務情報の
公開専用エリア）」といったページが設けられ、その
うち「學校績效表現（学校の業績・成果）」に関する
情報を公開するコーナーにおいては、総じて「近３年
各類評鑑結果（直近３年間の各種評価結果）」、「近３
年畢業生流向與校友表現（直近３年間の卒業生の進路
及び学生活動）」及び「其它與學校績效表現有關之訊
息（その他学校の業績・成果に関係する情報）」の３
項目について、関係する情報の掲載がなされているこ

とを確認することができる。

2.2.4　大學評鑑辦法
大學評鑑辦法は、その名称の通り、大学評価に関し

て規定した命令であり、全16条から構成されている。
本法の全体像が分かるよう、各条の規定内容を略述す
るならば、以下の通りである。

すなわち、「第１条　総則」、「第２条　大学評価に
関する教育部の事務」、「第３条　大学評価の種類」、

「第４条　大学評価の実施組織及びその条件」、「第５
条　大学評価の免除に関する例外及びその条件」、「第
６条　大学評価の実施組織が遵守すべき原則及びプロ
セス」、「第７条　大学評価の受託組織に対するメタ評
価」、「第８条　大学による評価結果への対応及び教育
部の措置」、「第９条　評価結果が優れている場合の評
価免除措置」、「第10条　前条各号に該当する私立大学
に対する各種優遇措置」、「第11条　前条の補足」、「第
12条　前々条の優遇措置の変更及び廃止並びにその条
件」、「第13条　前条の適用に際する教育部の対応」、

「第14条　第12条を適用する際の学生の保護」、「第15
条　第12条を適用した際の関係者の処分」及び「第16
条　施行日」である13。

なお、当該弁法については、上記の通り、台湾の大
学評価に関する諸事項が規定されていることから、今
後、稿を改めて詳細に検討してみたい。

2.3　行政規則
2.3.�1　大學自我評鑑結果及國內外專業評鑑機構認可
要點

大學自我評鑑結果及國內外專業評鑑機構認可要點
は、この第１点において「教育部は、大学法第５条第
２項の規定を執行するに当たり、既に十全な自己評価
のシステムを有する大学については、その自己評価の
結果を認可するとともに、国内外の専門的な評価機関
の認可を行うこととするために、本要点を定めること
とする。」と規定しており、全11点から構成されている。

ただし、全11点から構成されてはいるものの、主と
して国内外専業評鑑機構の認可（国内外の専門的な評
価機関の認可）について規定しているのは、第４点の
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みであり14、大学による自己評価の結果の認可につい
ての規定が大半を占めている。

2.3.2　教育部認可國內外專業評鑑機構審 作業原則
教育部認可國內外專業評鑑機構審 作業原則は、大

学自我評鑑結果及国内外専業評鑑機構認可要点の第４
点が規定する、国内外の専門的な評価機関を認可する
ための審査に必要とされる諸事項について定められた
ものであり、全12項から構成されている。具体的な内
容については、大学自我評鑑結果及国内外専業評鑑機
構認可要点の第４点にいう国内外の専門的な評価機関
の定義15や、認可を行うための部会の規模・構成16、
認可の申請に係るプロセス・スケジュールなどの規定
が確認される。

なお、本行政法規には、申請書の添付がなされてお
り、教育部の該当ページにおいてダウンロードするこ
とが可能である17。この申請書の７頁においては、大
学自我評鑑結果及国内外専業評鑑機構認可要点の第４
点第２項第１号乃至第９号に規定される諸事項につい
て、審査に際して確認されるより詳細な視点18を確認
することができる。

３．科技大学及び技術学院並びに技術及び職業
教育に関する法令

前章においては、高等教育に関する法令について鳥
瞰してきたが、他方において、台湾の高等教育制度を
考えるに際しては、技術及び職業教育に関する諸点へ
の配慮が必要不可欠となる。

大学法第２条においては、学士以上の学位を授与す
る高等教育機関を大学ということとされているが、こ
の大学についても一定のバリエーションがある。すな
わち、学士以上の学位を授与する高等教育機関には、
例えば、一般大学、独立学院、師範大学、教育大学、
科技大学、技術学院などが存在している。これらの高等
教育機関については、いずれも教育部が管轄している
ものの、それぞれを管轄する部局は異なっている19。

本章においては、TWAEA が評価を実施している
科技大学及び技術学院についての概要に触れた後に、
関係する法律について確認することとする。

3.1　科技大学及び技術学院の概要
科技大学及び技術学院に関する概説としては、城地

（2010）が存している。同（2010：p.16）は、上記の
各大学に関して、「大学、独立学院、師範大学、教育
大学は高級中学から、科技大学と技術学院は、高級職
業学校から進学するという複線教育になっている」と
し、「台湾では二つの教育体系間の移行は難しい。そ
れは、高等教育機構の試験が、大学学科能力測験と四
技二専統一入学測験に完全に分かれて全国試験を実施
するためである。つまり、全国統一の国民中学学生基
本学力測験により、高級中学と高級職業学校に進路が
決まってしまうと、相互に方向転換ができにくいシス
テムになっているのである。」と指摘している。

また、科技大学と技術学院の差異については、同
（2010：p.17）において「一般大学でも（総合）大学
と独立学院とに区別されているように、技術職業シス
テムでは、科技大学と技術学院に分けられる。これ
は、学部（学院）の数によって機械的に分けられる。
学部が３つ以上あるものが、科技大学で、学部が１つ
しかない独立した学院が技術学院である。」と説明さ
れている。

なお、科技大学及び技術学院にも、一般大学及び独
立学院等と同様に、研究所（大学院修士課程・博士課
程）を設置することができる。

3.2　法律
3.2.1　專科學校法

本法は、名称の通り、専科学校に関して規定したも
のであり、必ずしも科技大学及び技術学院に関する直
接的な規定を有するものではない。しかし、本法第６
条第１項においては、大学の設置基準に適合した専科
学校については、技術学院となることができることと
されており、城地（2010：p.19）によれば、現存する
大半の技術学院は同規定に則して昇格したこととされ
ている20。また、同条第２項及び第３項においては、科
技大学及び技術学院内に設置されている専科部（専科
学校）については、本法が適用される旨の規定がなさ
れている。他方において、本法第７条においては、条
件が芳しくない場合においては、技術学院又は科技大
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学から専科学校に改められる旨の規定がなされている。

４．まとめにかえて

本稿においては、断片的ではあるが、さしずめ主要
な台湾の高等教育に関する法令を概観してきた。当該
分野に関しては、管見の及ぶ限り、本邦において先行
する研究が特段存在していないようであるが、今後、
本協会が協定を締結している上記２機関との相互交流
を図っていくに際しては、関連法令の理解の深化もよ
り一層求められることとなろう。また、関連法令の考
察を通じて、台湾の高等教育制度や評価制度等の特徴
を記述したならば、その内容は、本邦のそれとの比較
研究に資するのみならず、直接的に本邦の大学や評価
システムに有益な視点を与えるものともなるはずであ
る。したがって、これからも引き続き、各法令の規定
内容を中心とした研究を行っていくこととしたい。

【注】
１ 定義については、行政程序法第150條に規定されて

いる。
２ 定義については、行政程序法第159條に規定されて

いる。
３ 本邦の文部科学省に相当する行政機関である。
４ http://edu.law.moe.gov.tw/LawCategoryContentList.�

aspx?id=04&CategoryList=04
５ 台湾（中華民国）の司法院は憲法解釈権と法律・

命令を統一的に解釈する権限を有しており、司法院
大法官会議によりその解釈が示されることがある。
この点の詳細等については、翁岳生（2010）を参照
のこと。

６ このほかに改廃された法令（のうち重要と思われ
るもの）が54件掲載されている。

７ 全体的な構造を理解するために、全６章のタイト
ルを挙げるならば、「第１章　総則」「第２章　設立
及び類別」「第３章　組織及び会議」「第４章　教員
の階級及び任用」「第５章　学生事務」「第６章　附
則」である。規定内容については、異同はあるが、
本邦の学校教育法の「第九章　大学」（第83条乃至
第114条）とカバーする範囲は概ね同様と考えてよ

いだろう。
８ 中華民国教育部によれば、英語名称は、“Junior�

college” とされており、現在は５年制と２年制の２
つの年限の専科学校が存している。内容的には異同
があるところであるが、授与される学位名称が副学
士であることや、その後の大学への編入の制度面な
どに鑑みるならば、本邦の高等専門学校と概ね同様
の学校と解することができる。

９ http://www.nou.edu.tw/
10 当該弁法第２条によれば、ここでいう「変更」は、

学校の改名、改編及び合併を指すものとされる。
11 「理学、工学、電子・情報及び医学領域」、「人文領

域」、「教育、社会及び管理」、「法律領域」及び「公
演・展示を中心とする芸術領域」の５領域に関し、
それぞれ博士課程を新設するために必要とされる専
任教員の学術論文等の本数等が規定されている。

12 台湾においては、例えば、科技大学及び技術学院
に４年制と２年制とがあり、また、大学の学部に
よっても、４年制と５年制とがあるなど、同一の課
程においても卒業要件の年数が異なるケースがあ
り、同表は、各学制の定員を補正するための数値を
規定している。

13 第10条乃至第15条は、専ら私立大学を対象とした
規定であるが、この点については、楊（2011）が詳
述している。

14 第４点は、第１項においては、「教育部は、認可の
ための部会を組織し、国内外の専門的な評価機関の
認可を行わなければならない。」と規定している。
また、同第２項においては、「前項の認可に係る作
業は、当該機関に関する以下の各号に掲げる事項の
状況に基づき執り行わなければならない。認可され
た国内外の専門的な評価機関の名称は公表するもの
とする。」と規定さている。そして、認可を申請す
る国内外の専門的な評価機関に対しては、第１号：
組織運営及び行政管理に関する制度、第２号：評価
計画及び評価項目の設定、第３号：評価委員の資
格、訓練、選出、評価の方法、第４号：評価認証の
プロセス、第５号：評価作業の効果、第６号：評価
対象に対する品質の要求、第７号：セルフチェック
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及び自己改善の仕組みの整備、第８号：当該領域に
関する経験及び名声、及び第９号：評価の倫理に関
する規範について審査がなされることとなっている。

15 本行政規則第２項に規定される国内と国外の専門
的な評価機関の定義は、それぞれ以下の通りである。

　⑴国内の専門的な評価機関：我が国の所管機関によ
る認可登録を経た全国的な学術団体、又は認可登録
を経たうえで、その設立の目的が高等教育と関係を
有する全国的な民間団体若しくは専門機関のことを
いう。

　⑵国外の専門的な評価機関：外国の所管機関若しく
は国際組織が認可登録をした全国的な学術団体、又
は認可登録を経たうえで、その設立の目的が高等教
育と関係を有する全国的若しくは国際的な非営利団
体若しくは専門機関のことをいう。

16 第３項に規定される部会の規模は、委員13名（こ
こから１名の招集人を互選する。）であり、その構
成は、⑴機関又は団体の代表者８名（教育部高等教
育司司長、同技術及び職業教育司司長、中華民国国
立大学校院協会の代表２名、中華民国私立大学校院
協進会の代表者２名、中華民国私立技専校院協進協
会の代表者２名）、及び⑵専門の研究者の代表５名
である。

17 http://edu.law.moe.gov.tw/LawContentDetails.�asp
x?id=FL051302&KeyWordHL=&StyleType=1

18 ９号について、それぞれ２～６の参考指標が掲げ
られている。

19 一般大学及び独立学院は教育部高等教育司が、科
技大学及び技術学院は同技術及職業教育司が、師範
大学は師資培育及藝術教育司が、それぞれ管轄して
いる。

20 城地（2010）によれば、本法において専科学校か
ら技術学院又は科技大学への昇格規定が存していな
かった時代においては、個別に行政規則を制定して
対応してきたこととされる。

【参考文献】
翁岳生（2010）「司法院大法官の解釈と台湾の民主政

治・法治主義の発展」（林成蔚・坂口一成訳）日本
台湾学会第12回学術大会記念講演（2010年５月29
日、於北海道大学人文・社会科学総合教育研究棟）、
http://www.jats.gr.jp/journal/pdf/gakkaiho013_08.
pdf

城地茂（2010）「台湾の高等技術教育の法制と実態」
『国際センター年報』16号

鈴木賢（2012）「比較法学の視角から見た台湾法の特
殊な位置づけ」『新世代法政策学研究』18号

楊武勲（2011）「台湾における高等教育の質的保証─
四年制大学の評価を中心に─」『大学教育質保証の
国際比較』（特別教育研究経費「21世紀知識基盤社
会における大学・大学院改革の具体的方策に関する
研究」（平成20年度－24年度））、広島大学高等教育
研究開発センター
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海外の評価機関における 
評価者研修に関する調査

（台湾：財團法人高等教育評鑑中心基金會）

HEEACT に委託することとし、2006年よりプログラ
ム評価を開始した。

HEEACT は、機関別評価（Institutional�Evaluation）
及びプログラム評価（Program� Evaluation）の実施
と研究開発等の取組みを通じて、台湾における高等教
育の質を保証するとともに、質の向上を図ることを事
業目的としている。また、こうした目的の達成に向け
て、評価における公平性、専門性を高め、卓越性に向
けて努力することをビジョンとして掲げているⅱ。

HEEACT の組織構成については、理事会の監督、
諮問委員会の助言により、執行長が指揮を執ることと
なっており、執行長の下に管理・運営を担う総務部と
評価活動を担当する質保証部が置かれている。また、
執行長の下に、独立した機関として台湾医学認証委員
会（Taiwan� Medical� Accreditation� Council）と台湾
看護学認証委員会（Taiwan� Nursing� Accreditation�
Council）を組織しており、ここで評価を受審し認定
された学位は、アメリカにおいても通用性がある。運
営に関しては、設立当初は台湾教育部からの運営費交
付金と大学からの協賛金により運営を行っていたが、
現在は政府の資金で運営しており、45名の事務局ス
タッフと2000人以上の評価者が評価業務に従事してい
るⅲ。

HEEACT は 事 業 内 容 と し て、 機 関 別 評 価
（Institutional� Evaluation；校務評鑑）、プログラム評
価（Program� Evaluation；系所評鑑）、医学・看護学
の分野別評価及び教員養成教育の評価を実施している
ほか、大学の研究実績・成果ともいえる学術論文の評

はじめに

台湾における大学評価と質保証システムについて
は、1975年から開始され、学問分野別、大学別、台湾
教育部（以下、「教育部」という。）による評価、専門
的評価機構による評価、大学の自己評価など、さまざ
まな形が試みられてきたⅰ。そうした試みの段階が一
段落し、「大学法」、「大学評価辦法」といった法的整
備が進められる過程において、現在の大学評価の中心
的な役割を担っているのが、2005年に設立された財團
法人高等教育評鑑中心基金會（Higher� Education�
Evaluation�and�Accreditation�Council�of�Taiwan；以
下、「HEEACT」という。）である。本章においては、
HEEACT が実施する評価者研修への参加及び同機関
に対するインタビュー（2014年３月11日、12日に実施）
を通じて調査した結果を報告する。

１．HEEACT の概要について

⑴　機関の概要
まず、HEEACT の概要について触れておくことと

する。HEEACT は、2005年に教育部主導の下、台湾
の153大学の協賛を得て設立された、政府から独立し
た公的な質保証機関である。

台湾においては、1994年の大学法の改正により、大
学の自治という概念の普遍化、規制緩和や私立大学の
設置が進められ、高等教育機関の数が急速に増加し
た。これにより、高等教育の質の低下が懸念されたた
め、それまで教育部主導のもとで行われてきた評価を

伴　野　彩　子
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系職員
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価をもとにした世界大学ランキング（Performance�
Ranking� of� Scientific� Papers� of� World� Universities;�
SPWU）、評価指標等に関する研究プロジェクト、国
際会議の開催といった国際交流活動がある。

⑵　評価システムの概要
機関設立の翌年2006年より、総合大学の学科・大学

院を対象に５年周期のプログラム評価を開始し（第１
期2006～2010）、現在は第２期目の評価に入っている

（2012～2016）。プログラム評価においては、第１期の
評価では学生の学習環境の整備をポイントとしてお
り、第２期の評価では、「学生の学習成果の測定方法
の構築」を核としている。

また、プログラム評価が第１クールを終えた翌年
2011年には、６年周期の機関別評価を実施した。この
機関別評価の開始は、第２期のプログラム評価におい
て、学生の学習成果の測定方法の構築を核とする評価
を実施することに大きく関係しており、この評価を

「大学組織を学生の学習成果を評価する体制に導く」
ためのものと位置づけている。評価においては、大学
が自ら実施する教育の役割と目標を定めた上で、この
水準に達するよう取り組む仕組みができているかどう

かを確認している。さらに、大学自らが持続的に改善
し、質を保証するシステムが構築されているかどうか
も重要な項目となっており、PDCA サイクルの導入
等が求められているⅳ。

それぞれの評価において、目的に応じた評価基準を
定めており（表１）、これらの基準への適合性を判定
している。評価プロセスとしては、ピア・レビューの
視点と実地調査を特徴とするアメリカの評価モデルを
参考としており、１）準備期間、２）自己評価、３）
実地調査、４）判定、５）フォローアップ評価、の５
段階を経ることとなっている。具体的には、大学の自
己点検・評価報告書をもとに、２日間の実地調査にお
いて、教員・学生との面談、施設見学、授業参観、資
料閲覧、卒業生との面談を通じて、最終的な評価結果
がとりまとめられる。なお、実地調査の１日目終了時
には、評価者から部局に対し、「実地調査で明確にし
てほしい問題点」をまとめて提出し、２日目の実地調
査において、部局がそれらに対する回答及び説明を
行っている。評価の体制については、客観性や公平
性、利害関係などに配慮しながら、高等教育機関にお
ける教授、学科・大学院委員長経験者等を優先して選
考された４～６名の評価者で構成され、事前に評価者

表１　機関別評価とプログラム評価（第２期）における評価の目的と基準について
機関別評価（2011）

評価の目的
１　世界的な大学の動向を把握し、競争的な視点をもって評価を行う。
２　継続的な改善に向けた質保証システムを確立するための大学としての発展計画とその実行を求める。
３　教育研究業績の評価を行う。
４　卓越性を証明し、優れた取組みを他の大学と共有するためにベンチマークを設定することを奨励する。
５　問題点を改善する。
６　評価結果を分析し、政府における高等教育政策の策定への提言を行う。

評価の基準
１　機関における自己識別（特色、発展の方向性等）
　　（Self-positioning�of�institution；學校自我定位）
２　機関の管理運営
　　（Institutional�governance�and�management；校務治理與經營）
３　教育及び学習資源（教員、資金援助、学修環境、施設・設備等）
　　（Teaching�and�learning�resources；教學與學習資源）
４　説明責任及び社会的責務
　　（Accountability�and�social�responsibility；績效與社會責任）
５　継続的改善及び質保証の仕組み
　　（Continuous�improvement�and�quality�assurance�system；持續改善與品質保證機制）
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のための研修会（計12時間）に参加することを義務付
けている。評価者研修については、次項目において詳
細を報告することとする。

評価結果は、評価の趣旨として大学の質の改善を支
援し、認可を進める評価であることから、認可制の原
則に基づき、「認定」、「条件付認定」、「不認定」の３
つの結果が出される。「認定」期間は５年であり、問
題点が見受けられるものの、短期間の内に改善する能
力を有すると判断された場合には「条件付認定」とさ
れ、評価結果における問題点についてのみ翌年追跡評
価が行われることとなる。基準に満たない場合には

「不認定」となり、すべての評価項目について翌々年
に再び評価を受けなければならない。なお、「不認定」
と判定された大学は異議申立を行うことが可能となっ
ている。

これまでの評価の実績としては、2014年５月時点
で、総計1724プログラムと735の学位について評価が
行われた。評価結果は教育部に送られるとともに、
HEEACT のホームページ上で公表されている。

２．HEEACT における評価者研修セミナーに
ついて（参加報告）

HEEACT では、ピア・レビューの観点から評価を

行うため、評価者に対し、一定の資格要件と12時間の
評価者研修への参加を義務付けている。本協会では、
2014年３月11日に HEEACT で実施された評価者研修

「103年度上半年大學校院第二週期系所評鑑―評鑑委員
研習課程曁行前會議―」に参加するとともに、翌日に
は HEEACT 執行長をはじめ、スタッフに対するイン
タビューを通じ、HEEACT の評価者や評価者研修の
あり方、課題等について調査を行った。これらについ
て、以下に報告する。

⑴　HEEACT�評価者研修セミナー
「103年度上半年大學校院第二週期系所評鑑―評鑑
委員研習課程曁行前會議―」について

同セミナーは、表２のスケジュールで実施されⅴ、
第１プログラム～第３プログラムにおいては11名の評
価者が参加し、第４プログラムにおいては19名の評価
者が参加した。研修の実施形態については、いずれの
プログラムも講義形式であり、評価者参加型のワーク
ショップ等が行われることはなく、HEEACT 側から
説明を行うにとどまっていた。各研修プログラムの概
要については、以下のとおりである。

プログラム評価（第２期、2012-2016）
評価の目的
１　各大学の部局が学生の学習成果を確保するシステムと運用の結果を知る。
２　各大学の部局における学生の学習成果評価システムの完成にむけた地位と期限の認可について、判断と提案をおこなう。
３　各大学が定めた質改善システムを促進する。
４　各大学の部局の教育面での特色を発展させ、卓越したものへと邁進するよう援助する。
５　評価結果に基づき、政府の定める高等教育に関する政策への参考とする。

評価の基準
１　教育目標、コア・コンピテンシー及びカリキュラム設計
　　（Goals,�core�competencies,�and�curriculum；目標、核心能力與課程）
２　教員、教授法及び支援体制
　　（Teacher,�teaching�and�support�system；教師、教學與支持系統）
３　学生、学習及び支援体制
　　（Student,�learning�and�support�system；學生、學習與支持系統）
４　研究、社会貢献及び支援体制
　　（Research,�service�and�support�system；研究、服務與支持系統）
５　自己分析、改善及び発展
　　（Self-analysis,�improvement�and�development；自我分析、改善與發展）

（出典：2011�Institutional�Evaluation�Handbook,�2012�Annual�Report より整理）
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（第１プログラム）
■�9：00-10：25「評鑑倫理與實務」／HEEACT執行長
王如哲博士
高等教育評鑑中心執行長である王如哲博士より、評

価者倫理と評価実務について講義がなされた。まず、
評価者倫理に関しては、評価業務における倫理的規範
について、１）基本信念（評価の専門的な能力を身に
つけ、倫理を守ること）、２）工作倫理（秘密を保持し、
利益を回避すること）、３）人際倫理（評価をする側、
受ける側が互いに相手を尊重し合い、平等に評価する
こと）、４）社會倫理（社会に対し、評価結果の正確
性を証明すること、政治的な意識から避けること）の
４点について説明があった。また、評価者の選出に関
して、利益相反を避けるため、過去３年の間に評価対
象大学の専任教員、兼任教員、職員を務めていないこ
と、配偶者あるいは直系三親等に申請大学の教職員が
いないこと等を含む基本的な要件を設けていることが
伝えられた。さらに、行動面における評価者倫理に関
して、評価対象大学の評価者であることを公言しない
こと、評価結果の可否を含め、評価に関する情報を漏
らしてはならないこと、評価対象大学の関係者と私的
な交流は避けることといった注意事項が述べられた。

次いで、評価の実務について、実地調査の進め方と
現地における注意事項等を中心に説明があった。特
に、評価結果をとりまとめるにあたっては、１）評価
基準に則し、２）資料閲覧により正確な情報に基づ
き、部局、教員及び学生それぞれとの面談、施設・設
備の確認、授業参観を通じて、３）根拠に基づく正確
で透明性のある方法で客観的に評価を行うことが重要
であるとされ、評価において、質保証の仕組みである

PDCA サイクルの稼働についても確認することが求
められた。さらに、実地調査時の注意事項として、中
立的な立場で大学の現状のみについて評価を行い、自
身の大学の話を持ち出すことや今後の改善方策等に関
する意見等は行わないことが強調されていた。

なお、研修の最後には、評価者倫理について問う事例を
いくつか取り上げ、その対応についての紹介が行われた。

（第２プログラム）
■�10:30-12:00「建構學生學習成效品質保證機制」／
HEEACT品質保證處處長　蘇錦麗博士
品質保證處處長である蘇錦麗博士より、台湾におけ

る学生の学習成果の質保証システムの構築に関して、
アメリカや日本を含む各国の学生の学習成果に関する
動向も踏まえ、講義がなされた。

まず、台湾においては、1994年の大学法の改正によ
り、大学の自治という概念の普遍化、規制緩和や私立
大学の設置が進められ、大学教育の普及とともに、高
等教育における質の保証と学生の学習成果について社
会から注目が集まった。日本をはじめとする各国にお
いても学生の学習成果の重要性が問われるようにな
り、こうした流れの中で、HEEACT では、2011年に

「大学組織を学生の学習成果を評価する体制に導く」
ために機関別評価を開始するとともに、第２期のプロ
グラム評価においては、「学生の学習成果の質保証」
を核とした評価を開始した旨の説明がなされた。

次いで、学生の学習成果について、１）専門的な知
識と技術、倫理的な態度、及び２）一般的な基礎能力
を含むものとし、一般的な基礎能力とは、コミュニ
ケーション能力、批判的思考能力、問題解決能力、

表２　「103年度上半年大学校院第２期プログラム評価―評価者研修」次第
時間 主題 講義者

９:00�～10:25 評価者倫理と評価実務 HEEACT執行長　王如哲博士
（10:25～10:30） （休憩）
10:30～12:00 学生の学習成果の質保証システムの構築 HEEACT品質保証局局長　蘇錦麗博士
（12:00～13:00） （昼食）
13:00～14:30 評価報告書の書き方 台北市立大学学術副校長　王保進博士
（14:30～14:40） （休憩）
14:40～16:40 プレミーティング HEEACT品質保証局局長　蘇錦麗博士
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チームで働く力などから構成されるものと位置づけて
おり、こうした学生の学習成果をもたらすためには、
各大学が自らの状況をもとに、学習成果の質保証シス
テムを確立することが必要であることが述べられた。
とりわけ、教育目標とそれに即した核心的な能力を定
め、これによって学生の学習成果を明確化することが
重要であることが強調された。このほか、学生の学習
成果を明確化するための要素として、大学の管理運
営、カリキュラムの策定（カリキュラムマップの活
用）、教員組織（教員の質の維持と、研究のみならず
教 育 に 力 を 注 ぐ こ と ）、 学 生 の 学 習 環 境 の 整 備

（e-learning の活用）、学生の学習に関する多元的な評
価・測定の必要性が挙げられた。

結果として、これらの各要素がそれぞれ機能するこ
とにより、学生の学習成果の質保証システムの構築に
つながるとの説明がなされた。

（第３プログラム）
■�13:00-14:30「評鑑報告撰寫」／台北市立大學學術副
校長　王保進博士
台北市立大學學術副校長である王保進博士より、評

価報告書の書き方について、記述上の留意事項を中心
に講義がなされた。

まず、評価報告書は、１）内容が明白で有用性のあ
るものであること、２）評価対象大学を尊重した適切
な内容であること、３）評価対象大学の現況を反映し
た正確性の高いものであることが求められており、評
価対象大学とそのステークホルダー、一般社会に広く
公表されるという観点から、客観的かつ正確な評価を
行う必要がある旨が伝えられた。

次いで、評価報告書を記述する際の４原則及び９つ
の留意事項について、説明がなされた。具体的には、
評価報告書を記述するにあたっては、１）背景（大学
の現況に関する説明）、２）指標（評価項目と評価指
標に基づく評価）、３）根拠（大学から提出された資
料及び大学に対する意見聴取）、４）判断・評価（特
色や問題点の判断）の４つの要素が不可欠である旨の
説明がなされた。また、記述にあたっての具体的な留
意事項として、過去の事例をもとに、①概評と提言事

項における記述の対応がとれていない、②文字表現が
不十分である、③簡潔に記述され過ぎているために、
評価の内容が不明瞭である、④個人的な意見に基づく
評価の記述がなされている、⑤報告書内で評価の内容
に矛盾がある、⑥評価に関係のないことに対する意
見、必要のない質問をする、⑦過度に厳しい評価をす
る、⑧評価対象大学の関係者の発言を引用して批判す
る（特定の人を名指しで批判する）、⑨評価対象大学
の自己評価報告書の内容をそのままコピーする、といっ
たこれら９点は避けるよう注意がなされた。そして、研
修の最後には、事例問題を提示し、書き方としてどのよ
うな問題があり、良い評価報告書とするために、どのよ
うな改善を図るべきかについての解説が行われた。

（第４プログラム）
■�14:40-16:40「行前會議」／HEEACT品質保證處處
長　蘇錦麗博士
品質保證處處長である蘇錦麗博士より、HEEACT

における評価業務、評価の目的、評価基準、実地調査
のスケジュール、評価結果の決定、評価における注意
事項について、説明がなされた。まず、評価の精神と
して、Plan（教育の目標はどのように定められている
か）、Do（教育目標の達成に向けた取組みがなされて
いるか）、Check（教育目標の達成度をどのように検
証しているか）、Act（点検・評価の結果をもとに改善・
改革に向けた取組みが進められているか）のサイク
ル、すなわち質保証システムの構築がなされているか
を把握することが重要であることが伝えられた。

次いで、評価基準、評価指標及び評価スケジュール
に関して、重点的に説明がなされた。評価項目・評価
指標については、第２期プログラム評価が２年目を迎
えるタイミングで、評価指標の変更を行ったことか
ら、この点についても丁寧な説明がなされた。具体的
には、大学の自主性を尊重した評価に導くことを目的
として、各プログラムのコアとなる要素を評価できる
よう、評価指標を整理するとともに、特色のさらなる
発展を促すために、多様な観点を評価指標に取り入れ
たことについて説明がなされた。

評価スケジュールについては、実地調査訪問前に、
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大学の自己点検・評価報告書に基づき、書面審査を行
い、事実確認が必要な問題点及び意見聴取により確認
が必要な問題点を取りまとめ、実地調査当日に大学側
に提示し、これに対する回答・説明が実地調査の部局
との面談において行われる旨の説明がなされた。ま
た、実地調査の詳細なスケジュール例が提示され、主
なプログラムとして、１）評価者側の打ち合わせ、２）
部局主管との面談、３）教育設備参観、４）教職員、
学生、卒業生との面談、５）授業参観、６）資料閲覧
を行うことが伝えられた。さらに、実地調査における
主査の役割についても触れられ、倫理規範を常に意識
すること、評価者に対しても面談等における説明・進

行役となること、評価チームとして委員間の共通認識
を形成することなどが挙げられた。

最後に、評価結果の評定に際して、評価基準への適
合性を判断するうえで核となる要素について説明がな
された（表３）。

⑵�　HEEACTにおける評価者及び評価者研修プログ
ラムについて
HEEACT における評価者及び評価者研修プログラ

ムについて、事前に質問事項を提示し、HEEACT 訪
問時にこれに対する回答に関しインタビュー調査を
行った記録を以下に報告する。

表３　第２期プログラム評価認可要素
評鑑項目 認可要素

目標、核心能力
與課程設計

１．班制教育目標與核心能力訂定明確合理。
２．班制之課程規劃能支持其教育目標與核心能力和分殊能力之達成。

教師教學與學習
評量

１．�班制專、兼任教師組成結構合理，有明確的聘用機制，其專長背景與經驗能符應教育目標、核心能力與學
生學習需求。

２．班制教學與學習評量方式能符應教育目標、核心能力與學生學習需求。
３．班制能建立教師教學專業成長機制與支持系統，並加以落實。�

�學生、學習與支
持系統

１．班制能掌握並分析學生的組成、招生規劃合理及提供入學輔導。�
２．班制能掌握並分析學生課業學習表現及提供輔導與協助支持系統。�
３．班制之學生課外活動學習、生活學習、生涯學習及職涯學習學習完善，具良好支持系統。�
４．班制畢業生表現良好，班制並能透過互動與資料建置運用掌握畢業生表現以精進辦學。

研究、服務與支
持系統

１．師生研究表現能符合班制定位、教育目標及所屬專業領域普遍認可之成效。�
２．班制對於師生研究能給予合理、充份之協助與支持。�
３．師生服務表現能符合班制定位、教育目標及所屬專業領域普遍認可之成效。�
４．班制對於師生服務能給予合理、充份之協助與支持。

自我分析、改善
與發展

１．班制能擬定並落實自我分析與檢討機制。�
２．班制能擬定與落實具體可行之自我改善策略與作法，進行持續改進，以達發展目標。�

（出典：HEEACT刊行「大學校院通識教育曁第二週期系所評鑑評鑑手冊」/附錄�Ｊ�第二週期系所評鑑認可要素より引用）

１）評価者について

評価者の登録方法 ・大学等の高等教育機関、関連機関からの推薦によって評価者を登録している（2013年10月時点で2412
名が登録）。

評価者の選定方法 ・実地調査の評価チームは、４～６人で構成され、プログラムの特性を考慮して選定される。
評価者の任期 ・原則、１年間。再任可。
評価者の情報開示 ・実地調査直前に評価者のリストを大学側に通知する。なお、評価者の選定において、大学と HEEACT

間での協議は行っていない。
評価者の資格要件 ・以下の資格要件のうち、いずれかにあてはまる者。

　１．大学の教授であること（教育経験、役職経験者が優先）
　２．幅広い産業経験をもった会社経営陣
　３．教授で適任者がいない場合には、准教授でも可

主査の資格要件 ・評価に関して豊富な経験を持つ者（評価委員を２、３回務めた者）、評価の趣旨を理解している者、大
学における役職経験者であること。

報酬 ・１日あたり6000元を支給。
評価者に関する
評価システム

・評価終了後、大学に対し、評価者に関するアンケート調査を実施。
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研修の目的 ・全ての評価者に評価に関する専門的な知識を身につけ、高めてもらうこと。
・ピア・レビューの観点に基づく評価であることから、専門的な知識のみならず、公平・公正に評価す

ること、「評価者倫理」の重要性について伝えること。
法令との関係 ・法令で評価者研修を受けることが義務づけられている。ただし、毎年受けなければならないといった

制度は定められていない。
研修プログラムの内
容

・以下の３つのプログラムの受講が必須となっている。また、これらを受講する間に１つ選択制の研修
を受ける必要がある（計12時間程度）。

　１．評価倫理と実務
　２．評価報告書の書き方
　３．学生の学習成果の質保証システムの構築
・実地調査前には、評価の目的、仕組み、実地調査の手続と注意事項等を含むオリエンテーションミー

ティングを実施しており、その受講が求められる。
・上記のほか、評価者及び大学職員向けの講演・説明会を行っており、各講演においては、専門家や学

生を招き、特有の問題について話してもらっている。
研修プログラムの特
徴

・研修プログラムに関して、次の３点が重要であると考える。
　１．研修における説明者の質。
　２．�プログラムの設計が最も重要であり、HEEACT では、他国の評価機関の事例なども参考にしなが

らも、独自のプログラムを設計するように努めている。
　３．�評価者の質、能力を向上させるために、評価者同士で議論し、共有することが重要である。これま

での評価のなかで、実地調査時に生じた問題、評価報告書の書き方や倫理上の問題等、さまざまな
事例を研修において取り上げている。こうしたケースレビューを通じて、評価の重要な概念を理解
し、実地調査に臨むことを期待する。

レベル別研修の有無 ・未経験者／経験者というレベル別の研修は実施していない。
　ただし、主査に対しては、必須の研修プログラム「行前曾議」において、主査の役割を説明すること

に加え、主査用の注意事項等をまとめたメモを渡している。
資格制度の採用 ・評価者研修を修了した者に対しては、合格証明書を発行している。

・研修修了者は、評価者の了解を得た上で、HEEACT の評価者データベースに掲載している。
研修プログラムの改
善

・各研修において、評価者に対し、アンケート調査への協力を依頼しており、それを研修プログラムの
改善に活用している。

　特に、アンケート内に記述欄を設け、以下の３点について具体的に記述してもらうことで、評価者の
興味・関心に基づくより効果的な研修プログラムの構築に努めている。

　１．�評価の専門的な知見を増やすために、現状の研修プログラムで必修とされるテーマを除いて、さら
に加えることが望ましいと考えるテーマは何か。

　２．�全体を通じて、この研修プログラムにおいて最も改善すべき点はどこか（研修の方法、時間配分、
提供される教材等）。

　３．�研修と関係するその他の事項についての意見。
・プログラム評価及び機関別評価に関するメタ評価を実施しているほか、ステークホルダーからの意見

も参考にしている。
研修の成果・課題 ・評価者の評価に関する専門的な知識不足が指摘されてきた。

・評価者倫理や評価報告書をまとめる能力の向上が課題である。
・当初、研修において、評価報告書の書き方についてワークショップの機会を設けたが、評価者は時間

内に報告書を完成することができなかった。また、評価経験者に説明者になってもらうことも検討し
たが、実施は難しい状況である。

・評価者の質の向上を図るためには、評価者のみならず、研修プログラムの企画力を上げていくために、
事務局スタッフの質向上も課題である。

２）評価者研修プログラムについて
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３．本協会における評価者育成と評価者研修の
充実に向けて

今回、HEEACT の実施する評価者研修への参加及
び聞き取り調査を通じて、台湾における評価システム
に関する理解を深めるとともに、本協会における評価
者育成と評価者研修の充実を図っていく上でさまざま
な示唆が得られた。

最後に、HEEACT の評価者研修の特徴を見ていく
と同時に、本協会における評価者研修との比較を通し
て、今後の評価者育成と評価者研修のあり方について
考えたい。

まず１点目として、HEEACT では、評価者育成に
おいては、研修における話し手の質が重要であると考
え、各研修の講義は、HEEACT の執行長、質保証局
局長、及び評価者としての経験が豊富な大学教員が
行っている。評価の仕組みや実際の評価を熟知してい
る者が講義することで、説得力のある説明ができ、評
価者の理解を得ることにつながるという。本協会にお
いては、必ずしも役職者や経験豊富な評価者が講義を
行うわけではないため、説得力や理解の促進という面
で欠けている部分があるのかもしれない。本協会にお
いても研修の内容のみならず、説明者の質について考
える余地があると感じた。

２点目としては、評価者研修セミナーにおいて、「評
価者倫理」を第１のプログラムに位置づけ、多くの時
間を割いて説明がなされていたことが挙げられる。こ
のことから、台湾においては、評価者としての倫理・
規範の遵守が大きな課題となっていることがうかがえ
る。この点は、「評価者倫理」を研修の最後に10分程

度で説明する本協会とは大きく異なる。その背景とし
て、国の文化的な違いがあると思料されるものの、本
協会においても評価者倫理の重要性についてはあらた
めて考え直す必要があるだろう。また、評価者の理解
を得たい内容については、評価者研修セミナーの中で
より焦点化して説明することが効果的であると感じた。

３点目は、評価者研修において、学習成果の質保証
システムを取り上げていることである。HEEACT の
研修においては、学習成果とは何か、学習成果を測
定・評価し、学習成果の質保証システムを構築するこ
との必要性が強調されていた。このことは、政府主導
で大学に対して求められている課題であるとはいえ、
各大学における積極的な取組みが進められていること
を実感した。本協会においても、学習成果の測定方法
の構築という課題に取り組んでいかなければならな
い。他方で、本協会においては、学習成果の質保証シ
ステムをも包含する大学としての内部質保証システム
の構築を求めているが、HEEACT においては、ひと
つの固定的な質保証システムを認めておらず、各部局
において自主的に学生の学習成果を質保証システムに
適するものに設計することを強調しており、大学の各
部局が多元的に発展することを期待しているⅵ。今
後、質保証システムをどのように捉えていくのか、そ
の動向に注視していきたい。

４点目として、評価者及び大学の双方に対してアン
ケート調査を実施し、その検証をもとに、評価者の
質・能力の向上を図るべく研修プログラムの改善につ
なげていることが挙げられる。評価者に対するアン
ケートは本協会でも研修の都度、実施しているが、
HEEACT が実施する評価者に対する研修プログラム

３）その他

評価者を務めること
のメリット

・評価者を務めることにより、教育部における教員評価のポイントが得られる。
・評価活動を通じて、人脈を広げ、教育業界における知名度の上昇、役職者への昇格につながる。
・評価に関する専門的な知識を修得したことにより、自身の大学の自己点検・評価活動への貢献が可能

となる。
質保証機関として取
組むべきこと

・以下の４つの側面から評価者の質の向上を図る。
　１．評価者を選抜し、保持すること。
　２．評価者研修を行うこと。
　３．実地調査の手続を改善すること。
　４．評価者倫理に関する規定を設けること。
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のアンケートにおいては、数値的な評価のみならず複
数の記述欄を設け、改善点や研修において取り上げる
べきテーマを聴取している。また、大学に対しては、
評価終了後に、評価者に関するアンケートを実施して
いる。大学が評価者を評価する仕組みは本協会では導
入しておらず、その効果について、HEEACT の事例
を参考に検証を行い、本協会で取り入れることの適切
性について慎重な判断が求められるが、いずれにして
も、こうした調査の結果を分析し、有効的に活用する
ことが、本協会においてはまだ十分になされていない
と感じたところである。

最後に、台湾においては、評価者としての経験が教
員評価のポイントにつながること、教育業界における
知名度の向上、役職者への昇格につながるとのことで
あり、評価者を務めることのメリットが明確になって
いることは、注目すべきことである。本邦において
は、未だ評価に関してマイナスのイメージが強く、負
担、評価疲れという声が多く聞かれる。実際に、大学
の教員としての仕事をしながら評価業務に携わる負担
は大きい。しかし、このような状況であるからこそ、
本邦における大学評価への注目度を高め、評価者とし
ての地位向上や大学教員としてのキャリアアップにつ
ながるような仕組みを構築していくことが早急に求め
られる。

こ う し た 特 徴 が 評 価 さ れ る 一 方 で、 本 協 会 と
HEEACT に共通する課題として、評価者としての能
力向上が挙げられる。すなわち、評価に関する専門的
な知識の修得のみならず、評価の趣旨に沿って、適切
な評価を行い、その結果を報告書としてまとめる能力
の向上である。HEEACT においては、すべての研修
プログラムが講義形式で実施される。評価者倫理や評
価報告書の書き方の研修において、ケースレビューを
取り入れてはいるものの、実際に評価者同士で議論す
るワークショップやロールプレイは行っていない。こ
の点について聞き取り調査を行ったところ、過去に
ワークショップを行った例はあるが、期待する結果が
得られなかったとの回答を得た。また、大学の教員は
多忙を極めており、ワークショップを実施したとして
も参加は望めないとのことであった。しかし、評価者

研修セミナーにおけるプログラム③「評価報告書の書
き方」の研修では、ケースレビューを通じて、事務局
スタッフが評価者の報告書にコメントを付すなどし
て、どのような記述が望ましいのか、丁寧かつ具体的
な説明が行われており、評価報告書のとりまとめには
大きな課題があることがうかがえた。本協会でも同様
の作業を行っており、事務局の評価報告書の修正作業
にかかる負担は大きい。今回の研修では、最終的な評
価報告書を取りまとめる過程での評価者の役割と事務
局の関与度というところまで調査できていない。ま
た、プログラム評価においては、各分野の専門的な知
見が求められるものと思料され、評価者をサポートす
る事務局スタッフの質向上に向けた研修の充実も重要
な課題である。こうした課題について、両機関で互い
に考えていく機会が必要である。

今後も大学の改善・発展につながる評価を実施して
いくために、評価機関として、評価者の負担に配慮し
つつも、研修プログラムのさらなる充実を図っていく
ことが重要であるということをあらためて認識した。
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2012年３月、118頁
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（台湾：社團法人台灣評鑑協會）

ともに、校務を改善し、学習の質の向上を達成するこ
と」３としている。

これまで台灣評鑑協會では、評価の成績に応じた４
段階の等級を付ける「等第制評価」が実施されていた
が、大学自身の特色や目標に沿った取り組みを促すと
ともに、学生の学習成果を重視した評価を行うことを
目的として、2014年に「認可制評価」へ移行している。
この「認可制評価」では、評価を通じて「認定」（「通
過」）、「条件付認定」（「有條件通過」）又は「不認定」

（「未通過」）のいずれかの判定を下すことになってい
る。なお、評価の周期は５年と定められている。

評価の種類は、機関別評価である「校務類」４と、
プログラム評価に大別できる。プログラム評価は、評
価対象が、学部・研究科（學院）、学科・専攻（專業
類系・所）及び専門学位課程（專業學位學程）に分か
れている。

これら４区分には、それぞれ６つの評価基準が定めら
れており、機関別評価の評価基準は、「大学の位置づけ
及び特色」「校務の管理及び発展」「教育及び学習」「管
理支援及びサービス」「業績及び社会的責任」及び「自
己改善」となっている。学部・研究科、学科・専攻及び
専門学位課程の基準については、表１の通りである５。

機関別評価チームは、実地調査に先立ち、受審大学
との打ち合わせを実施することになっている。この打
ち合わせでは、受審大学に対して、評価の実施手続き
等に関する説明が行われるほか、実地調査の日程もこ
の際に決定される。

台灣評鑑協會による評価の前に、受審大学の自己点

はじめに

本稿は、台湾（中華民国）の評価機関、社團法人台
灣 評 鑑 協 會（Taiwan� Assessment� and� Evaluation�
Association；以下、「台灣評鑑協會」という。）が実
施する評価者研修等に関する訪問調査（2014年３月11
日、12日に実施）の成果報告である。

１．台灣評鑑協會の概要について

台灣評鑑協會は、学会と産業界からなる設立メン
バーによって、2003年に台北市に設立された非営利の
評価機関であり、「良質な評価の提供」及び「質保証
に関する知識・技術の発展及び推進」をその使命とし
ている。

台灣評鑑協會では、2004年から2005年にかけて、中
華民国教育部からの委託を受け、国内の76大学の機関
別評価（校務評鑑）を実施した実績があり、現在の事
業としては、同部からの委託による科技大学、技術学
院及び専科学校の評価のほか、ホテルのランキング等
があげられる１。

台灣評鑑協會が設立から2013年までに評価を行った
校数は、科技大学が76、技術学院が25、専科学校が15
である２。

２．科技大学の評価システムについて

科技大学の評価は、その目的を「自己点検・評価の
過程を通じて、学校が自主的に自己管理する精神を発
揮し、さらにすべての教職員の共同参画を促進すると

佐　藤　　　圭
公益財団法人大学基準協会
大学評価・研究部　審査・評価系職員
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検・評価が実施される。そして、評価の実施段階とし
て、評価チームによる２日間の実地調査が行われるこ
とになる。評価チームが実地調査の後に取りまとめた
評価報告書（案）は、受審大学に対して事実誤認等が
ないかを確認するために送付される。この過程を経
て、評価報告書に基づき評価結果の判定を行い、評価
結果及び評価報告書が台灣評鑑協會のホームページ等
を通じて公表される。また、評価結果及び評価報告書
は、中華民国教育部に報告が行われる。また、公表後
は、再度大学に意見申立を行う機会が与えられている。

なお、評価結果が「認定」「条件付認定」又は「不
認定」のいずれの場合においても、１年以内に改善計
画と実行成果を台灣評鑑協會に提出することが義務付
けられているが、「条件付認定」の場合は追跡評価、

「不認定」の場合は再評価の機会が設けられている。

３．評価体制について

台灣評鑑協會における評価者の登録は、大学、企業
及び官公庁からの推薦に基づき行われ、登録期間及び
評価者の任期は共に１年間となっている。なお、毎年
若干の変動が見られるものの、１年間の登録者の数は
3,500名程度であり、実際に評価者として任命される
のは1,500名程度である６。

評価チームは、専門分野やプログラムの特性、大学
の歴史的背景、将来計画及び大学の所在地に応じて、
機関別評価であれば少なくとも委員16名、プログラム
評価では対象に応じて４～５名で構成される。プログ
ラム評価の評価チームの構成は、一般的に、科技大学

表１　104學年度科技大學綜合評鑑類別及評鑑項目一覽表
評鑑類別 評鑑項目

校務類 １. 學校定位與特色；２. 校務治理與發展；３. 教學與學習；４. 行政支援與服務；５. 績效與社會責任；６. 自
我改善

學院 １. 學院定位、特色與院務發展；２. 課程規劃、師資結構與整合；３. 教學、學生輔導與資源整合；４. 學院專
業發展與產學合作；５. 學生成就與職涯發展；６. 自我改善

專業類系、所 １. 目標、特色與系所務發展；２. 課程規劃、師資結構與教師教學；３. 教學品保與學生輔導；４. 系所專業發
展與產學合作；５. 學生成就與職涯發展；６. 自我改善

專業類學位學程 １. 目標、特色與學程發展；２. 課程規劃、師資結構與教師教學；３. 教學品保與學生輔導；４. 學程專業發展
與產學合作；５. 學生成就與職涯發展；６. 自我改善

表２　台灣評鑑協會の評価者の条件
項目 採用に関するルール

機関別評価の評価者 ⑴　すべての高等教育機関８の前学長と一般大学の現学長（技術学院の現学長を除く）。
⑵　すべての高等教育機関の前・現副学長、教務部長、総務部長、学生部長、研究開発部長。
⑶　高等教育行政に関する研究や実務の経験を持つ教授。
⑷　職業高等教育機関に精通した企業のCEO。

プログラム評価の評価者 ⑴　上記資格に該当し、専門分野が適合する教授。
⑵　分野が関連するすべての高等教育機関の前・現学部長又は部局長。
⑶　関連分野で優れた業績を有する学部構成員又は教授。
⑷　10年以上の実務経験を持つ管理職。

利益相反に関するルール
公正性と正義のルールに基づき、評価者は、下記事項を回避しなければならない。
　⑴　最近３年間に評価担当大学のフルタイム又はパートタイムの教員を務めている。
　⑵　最近３年間に評価担当大学との連携教育に関与している。
　⑶　最近３年間に評価担当大学に招かれ自己評価委員を務めている。
　⑷　評価担当大学から最終学歴の学位を授与されている。
　⑸　評価担当大学から名誉学位を授与されている。
　⑹　配偶者又は二親等以内の親族のどちらかが、評価担当大学において勤務又は研究を行っている。
　⑺　役員会等、評価担当大学の有給又は無給の役員を務めている。
　⑻　評価担当大学との間に商業上の利益を有している。
　⑼　評価の公平性に影響を与える状況にある。
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の教員１～２名、一般大学の教員１名、企業関係者１
名及び政府関係者等１名となっている。

評価チームは、大学、企業及び官公庁からの推薦者
のリストをもとに、大学の特性と将来計画、さらに大
学に対するアンケートの回答等を加味しながら編成さ
れている。台灣評鑑協會における数回の会議を通じて
作成された評価チームのリストは、中華民国教育部に
よる承認を得る必要があり、その後にはじめて評価者
の招集が開始される。

台灣評鑑協會の評価者の条件は、表２の通りであ
る７。

なお、主査については、上記以外に、長期間評価に
携わっていることなどが必要とされている。

受審大学に対する評価者の情報開示は、実地調査実
施日の１日前に行われる。

評価者に対する評価システムとして、評価終了後２
週間以内に、受審大学に対するアンケートを実施して
いる。このアンケートには、評価者のパフォーマン
ス、人数、専門分野等の適切性に関する質問項目が設
けられている。アンケートの結果は、中華民国教育部
に送付されるとともに、台灣評鑑協會において、以後
の評価の参考として活用されている。さらに、優れた
パフォーマンスを発揮する評価者を確実にリストアッ
プするために、検討会議が主査の間で開かれる。この
検討会議は、主に主査の評価者が、評価者のパフォー
マンス、実地調査の実施方法等について検討する場で
ある。

評価者は、大学への実地調査１日につき、6,000NTD
を謝礼金として受け取ることができる（夜間主の大学
の場合は3,000NTD）。各種会議への出席に対しての謝
礼金については、会議の種類により金額が異なってい
る。

４．評価者研修について

台灣評鑑協會の評価者は、中華民国教育部が定める
規定に基づき、評価方法、評価基準、評価スケジュー
ル等についての評価者研修に参加することが義務付け
られている。

評価者研修の目的は、評価者間の共通認識の醸成、

評価に関する知識・技能の向上とされている。また、
研修を通じて、評価者が、大学の抱える課題を発見
し、それに対する実現可能な提案を行うことで、大学
の課題解決を支援することができるようになることが
目指されている。

評価者研修のメインプログラムは、それぞれ３時間
程度の「基礎プログラム」と「基幹プログラム」に分
かれている。

主に新任の評価者が参加を求められる「基礎プログ
ラム」では、職業高等教育の概念、評価の定義と精
神、台灣評鑑協會が実施する評価に関する説明等が行
われる。現在は、「等第制評価」から「認可制評価」
への移行期であることから、台灣評鑑協會では、これ
ら評価システムの相違について、評価者に理解させる
ことに注力している。評価者は、この「基礎プログラ
ム」に最低１回参加することが義務付けられている。

一方、「基幹プログラム」は、評価報告書の作成、
評価倫理、データ分析、評価に関する経験共有、台湾
における職業高等教育機関の現状と今後、評価の国際
的な動向に関する説明等、テーマに応じて開催されて
おり、評価経験者は主にこちらに参加する。評価報告
書作成のための研修では、作成に際しての基本原則や
注意事項の説明、評価のチェックポイントの確認、適
切な報告書を書くための助言等が行われている。

さらに、上記に加えて、台灣評鑑協會では、評価者
が評価の全体像を俯瞰できるよう、いくつかの「総合
コース」を提供している。

各評価者は、ニーズに応じて、台湾各地で年40回程
度開催される上記の各研修に参加することができる
が、評価者となるためには、「基礎プログラム」と異
なるテーマの複数の「基幹プログラム」など、少なく
とも９～12時間の研修を受講しなければならない。た
とえば、主査については、「基礎プログラム」に加え
て、評価報告書作成と評価倫理に関する「基幹プログ
ラム」への参加が義務付けられている。

各研修の参加者数は10名から200名程度であり、講
演、セミナー、経験共有やケーススタディ等の方法に
より実施されている。ケーススタディでは、実地調査
時における評価倫理に関する事例が取り扱われてお
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り、受審大学からのフィードバックに基づく事例等を
あげている。

評価者研修の充実に向けた取り組みとして、評価者
に対するアンケートが実地調査後に実施されている。
台灣評鑑協會では、このアンケートの分析結果等を基
礎資料として、次年度の研修計画の立案に向けた一連
の会議や検討を行っている。

評価者研修の今後の課題としては、第一に、参加者
が多忙であるため、全員のスケジュールに合致した研
修を実施することが困難であることが認識されてい
る。第二に、評価者に評価に関する最新の動向やトレ
ンドを受け入れてもらう必要があることが課題とされ
ている。第二の課題に取り組むため、台灣評鑑協會の
職員には、評価者に対して評価に関する知識を提供す
るとともに、その知識を更新していくことが求められ
ている。また、台灣評鑑協會では、評価者のどの部分
に改善の必要があるか、評価者の興味のある主題は何
かを探ることに注力し、研修内容の改善に取り組んで
いる。

５．「技術系大学認可制評価セミナー（科技校
院認可制評鑑研討會）」について

筆者は、2014年３月11日に高雄市で行われた「技術
系大学認可制評価セミナー」（「科技校院認可制評鑑研
討會」）に参加した。このセミナーは、技術系大学の
関係者を主たる対象とするものであるが、台灣評鑑協
會の学習成果の捉え方について知ることができるまた
とない機会であったため、以下に簡単ではあるが、当
日の様子の報告を行う。

セミナーは、約３時間にわたって行われ、それぞれ
１時間程度の「科学技術大学の認可制評価」「技術系
大学の学生の学習成果と教育の質保証の仕組み」と題
された講演及び質疑応答から構成されていた。

傅勝利氏（義守大学栄誉校長）による講演「科学技
術大学の認可制評価」では、台湾における技術系大学
の評価制度の沿革にはじまり、評価の根拠法令、「等
第制評価」から「認可制評価」への移行とそのポイン
ト等についての説明が行われた。ここでは主に、大学
自身の特色や目標に沿った取り組みの必要性が説かれ

るとともに、「認可制評価」では、学生の学習成果と
大学自身の自己改善機能を重視していることについて
の解説があった。

続く、李弘斌氏（景文科技大学教務長）による講演
「技術系大学の学生の学習成果と教育の質保証の仕組
み」は、学生の学習成果の測定に的を絞った、より実
践的な内容であった。なぜ学生の学習成果が重視され
るのか、そして、大学における学習成果とは何かとい
うことにはじまり、学習成果のアセスメントの実例等
について説明が行われた。学習成果のアセスメントの
実例として、レーダーチャート等、学習成果の測定結
果を可視化するための方法が具体的に紹介された。な
お、ここでも強調されていた点は、学習成果の評価指
標、測定方法は、各大学がその個性・特徴に応じて設
定しなければならないということである。

各講演の後に行われた質疑応答では、参加者から
様々な質問があがり、活発な意見交換の時間となって
いた。たとえば、大学が立てた学生の到達目標を達成
できなかった場合はどうすればよいかという質問に対
しては、自大学の学生に合わせた目標を立てること、
特に学生自身が達成感を実感できるような目標設定は
重要であると回答があった。

６．所感

今回の調査では、本協会の評価者研修、ひいては評
価者のあり方を検討するうえで多くの学ぶべき収穫が
あった。

第一に、台灣評鑑協會では、すべての評価者が一律
に同じ内容の研修を受けるのではなく、レベル・ニー
ズに応じた研修が、複数回にわたって行われているこ
とがわかった。本協会でも、多様な評価者の経験や背
景に応じた、レベル別・ニーズ別の研修のあり方が模
索されてもよいと考えられる。

第二に、台灣評鑑協會では、評価者研修を年に40回
程度、台湾の各地で行っており、評価者に対するフレ
キシブルな対応がなされていることがあげられる。評
価スケジュールの関係等から、ただちに本協会におけ
る同様の取り組みが可能なわけではないが、研修の開
催時期や場所等に一層弾力性を持たせることも今後の
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検討課題としたい。
第三に、台灣評鑑協會では、受審大学が、アンケー

トを通じて評価者を評価する仕組みが取り入れられて
いることが確認できた。本協会においても、評価者の
パフォーマンスや分科会構成等の適切性の検証を行う
ため、このようなアンケートの実現に向けて検討を
行っていきたい。

以上のように、今回の調査を通じて、本協会の評価
者研修セミナー等について、いくつかの発展方策が明
らかになったことから、この発見を今後の改善につな
げていきたい。

【注】
１ 現在、大学、独立学院の評価は、中華民国教育部

から財團法人高等教育評鑑中心基金會（HEEACT）
に委託されている。

２ Taiwan� Assessment� and� Evaluation� Association�
（2013）,�Annual Report,�p.19.

３ 傅勝利「認可制評鑑的定位精神」科技校院認可制
評鑑研討會資料、2014年３月11日、11頁。

４ 「校務類」は、後述の学部・研究科（學院）、学科・
専攻（專業類系・所）、専門学位課程（專業學位學程）
と共に、「総合評価」の一環として評価が行われる。
ただし、「校務類」では全学的な事項を扱っている
ほか、「校務類」としての評価結果が公表されるこ
とから、本稿ではこれを機関別評価として扱った。

５ 台灣評鑑協會「104學年度科技大學綜合評鑑實施計
畫」（http://tve-eval.twaea.org.tw/NewsFile/104%E5
%AD%B8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E7%A7%91
%E6%8A%80%E5%A4%A7%E5%AD%B8%E7%B6
%9C%E5%90%88%E8%A9%95%E9%91%91%E5%A
F%A6%E6%96%BD%E8%A8%88%E7%95%AB%28

%E5%85%AC%E5%91%8A%E7%89%88%29.pdf� 閲
覧日：2015年２月１日）。

６ INQAAHE,�Member profile（http://www.�inqaahe.org/
members/member-detail .� php?membertype�
=o&memberID=880　閲覧日：2014年２月６日）。

７ 下表は、本協会質問事項に対する台灣評鑑協會か
らの回答及び下記資料に基づき筆者が作成した。

　台灣評鑑協會「104學年度科技大學綜合評鑑實施計
畫 」（http://tve-eval.twaea.org.tw/NewsFile/104%
E5%AD%B8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E7%A7%
91%E6%8A%80%E5%A4%A7%E5%AD%B8%E7%
B6%9C%E5%90%88%E8%A9%95%E9%91%91%E5
%AF%A6%E6%96%BD%E8%A8%88%E7%95%AB
%28%E5%85%AC%E5%91%8A%E7%89%88%29.pdf�
閲覧日：2015年２月１日）。

８ 大学及び独立学院（一般大学）並びに科技大学、
技術学院及び専科学校（技専校院）を指す。
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